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概	 要 
	 2015 年 9 月、国連における持続可能な開発サミットで、持続可能な開発のための 2030 アジェンダ（2030 アジ
ェンダ）が採択された。この 2030 アジェンダでは SDGs：持続可能な開発目標が、先進国を含む国際社会全体に
定められている。このアジェンダは、世界の経済、社会及び環境に取り組むことを定めており、国家だけではな
く民間企業も積極的に関わることを求めている。本来、企業の主たる目的は利益追求であり、社会課題の解決を
目的とする事業体ではない。しかしながら社会課題の解決がビジネスチャンスとして新たに開拓していける領域
であり、ソーシャル・ビジネスとして企業の大小、営利・非営利を問わず、市場開拓、企業価値の向上に取り組む
事例もでてきている。本研究では、これらソーシャル・ビジネスが、社会課題の解決事業を行う際の原動力にな
る社会的ミッションがどのように形成され、事業化プロセスに影響するのかを考察した。 
 まず先行研究において、ソーシャル・アントレプレナーシップに必要な要件を確認した。さらにその要件が、ソ
ーシャル・ビジネスの開発のどのフェーズに当てはまるのかを確認した。また経営者のミッション形成がどのよ
うにできるのかを概説し、社会起業家の起業過程と照らし合わせ、社会的ミッション形成プロセスの仮説を構築
した。仮説の検証は社会的価値の創造を理念に持つ企業や団体へインタビューし、仮説の検証を行った。 
 インタビューは、企業・団体の成長ステージ毎に選定した各１社に行った。各ステージの法人格にはこだわらず、
しかし営利・非営利に偏ることなく選定した。インタビューの結果、社会的課題を認識するもととなる潜在的マ
インド・セットとともに、社会的ミッションを確立するに至る複数のトリガーが存在する可能性が示された。ま
た事業化プロセスにあたり、社会的ミッションが何を求めているのかにより重視するアントレプレナーシップ要
件が異なることが示唆された。 
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	 今後、ソーシャル・ビジネスを志し、社会的ミッションを持って起業する人々が増えていくと考えられ、また
そのような世の中になっていくことを望む。その時に、どのようにしてミッションを形成していけば良いのか、
事業を創造するにあたりどのようなことに重視すべきか、そしてどのようにして「想い」を形にしていくのかに
ついて、一つの方向性を示すことができれば幸いである。 
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第１章	はじめに 
第一節	研究の目的・背景 
WBS に入学して、様々な教授陣やゲストスピーカーから話を聞くことがあるが、最も心揺
さぶられ、印象に残っている話の一つは社会的の課題を事業としている企業・団体について
の話題である。それは、事業の社会に与える影響を考えた時に、経済性や利便性だけでなく、
社会的な課題の解決に対して貢献したいという意思や使命感、また社会的なインパクトをな
んとかして与えようとする企業家の姿勢に心打たれるのだと感じている。 
	 折しも企業もその社会的責任（Corporate Social Responsibility ; CSR）や共通価値の創造
（Creating Shared Value ; CSV）を経営に取り入れ、国連でも持続可能な開発のための 2030
アジェンダが採択され、企業・社会・人の共生を目指した国際目標が採択されている。もは
や世界的にも営利セクターと非営利セクターが入り混じり、社会における多様な課題やニー
ズを満たすことを目指して、社会的な価値が創出されている。 
	 日本においては、ビジネスの手法を用いて社会的課題を解決し、社会的価値を生む主体を
ソーシャル・ビジネスとして捉えており、営利と非営利の区別なくビジネスを通して取り組
む事業体として認識されている。生活者の社会課題への意識は年々高まる傾向にあり、経済
産業省も「行政や企業の協働パートナーとして」「新たな公の担い手として」また「社会課
題の解決に取り組むことを通して新たな産業・雇用を創出し、地域および社会・経済全体の
活性化を担う主体として」、大きく期待を寄せている（経済産業省	 2008）1。また生活者が、
社会課題の解決に関わる機会も生まれている。 
 このような状況の中、社会的課題の解決にボランティアとして取り組むのではなく、モノ
づくり・コトづくりを行い、収益を上げて利益成長させていく企業・団体はますます増えて
いくものと思われる。 
	 本研究では、これらの企業・団体の起業家にとって、社会的な価値を生むためにはどのよ
うな事業プロセスが重要なのかを明らかにしたい。対象企業・団体は、社会にある手付かず
の課題解決だけでなく、社会的なインパクトを与え、国や行政、市民の意識を変える社会的
価値を創出していることを選定の基準とする。 
	 研究を進めていく視点としては、その起業家による社会課題の認識、社会的ミッションの
確立から、事業化までとし、特に、社会的課題を解決する事業の創造プロセスに重要な役割
                                                
1 経済産業省. (2008). ソーシャルビジネス研究会報告書. 
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を果たす社会的ミッションの形成要因と、それがどのようにビジネスや事業に影響をおよぼ
すのか、を明らかにする。 
 
第二節	本論文の構成 
	 第 2 章からは、社会的価値創出に向けて、どのような社会課題があるのか、またそれらの
解決にむけてどのような取り組みがなされているのかを概観し、その中で筆者が感じた問題
意識について述べる。第 3 章では、先行研究を検証する。まず初めにソーシャル・アントレ
プレナーシップについて分析する。次にソーシャル・イノベーションについて分析し、創出
と普及のプロセスについて述べる。さらにミッションに関する先行研究を取り上げ、社会的
価値創出のための事業創造におけるミッションの形成プロセスと事業化要件への影響をリ
サーチクエスチョンとする。 
	 第 4 章では、第 3 章で示した先行研究から抽出した、社会的ミッションの形成プロセスを
初期仮説として示す。あわせて、研究する事例対象企業と、検討方法について述べる。 
	 第 5 章では、仮説検証のために行った社会志向な理念を持つ企業・団体 5 者へのインタビ
ュー内容および考察を示す。 
	 第 6 章では、初期仮説の考察を行う。インタビュー結果から明らかとなった社会的ミッシ
ョン確立の要件、およびその後の事業化要件について考察し、修正仮説を示す。第 7 章では、
本論文の結論および自社での取り組みについて述べる。 
 
第２章	社会的価値創出 
	 「社会的価値」については、明確に定義や概念があるわけではなく、企業の社会的責任
（Corporate Social Responsibility； CSR）として解釈されることもあり、多様な意味を持つ。 
本研究では、企業や団体が事業活動として収益を上げつつ、経営理念や経営活動として、
もしくはその一部として社会的課題の解決に貢献するモノやサービスを生み出すことを「社
会的価値の創出」とする。 
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第一節	社会的課題とその解決 
第一項	 SDGs の視点から 
	 2015 年 9 月の国連における持続可能な開発サミットで「我々の世界を変革する：持続可能
な開発のための 2030 アジェンダ（2030 アジェンダ）」が全会一致で採択された2。この 2030
アジェンダの中で「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals: SDGs）」が掲げ
られている。この SDGs は 17 の目標と 169 のターゲットからなり、先進国を含む国際社会
全体に対する開発目標として、2030 年を期限とする包括的な目標に設定されている。 
	 これらが採択された背景には、地球規模で経済的・社会的な影響が同時多発的に起こる時
代になって来ていることが挙げられる。グローバル経済においては、人やモノ、資本が地球
規模で移動し、一国の経済危機が国から国へと連鎖的に広がるのと同様に、気候問題や感染
症、健康などの課題も地球規模に発生し拡大する可能性が想定されていることによるもので
ある。この SDGs を中核とする 2030 アジェンダは、世界の経済、社会及び環境の三領域を
一体として取り組むことを定めており、先進国・開発途上国がともに取り組むべき普遍的な
目標として、国家だけではなく民間企業が積極的に関わることを求めている。 
 しかしながら、世界的な規模での SDGs に対する取り組みは企業単位では限界があり、効
果的に実践していくためには企業と国際機関・政府・NGO 等との連携が必要不可欠である。 
       	 	  
 	 	 	 	 	 	  図表 ２-１持続可能な開発目標（SDGs）の 17 のゴール 
 	 	   	    
	  	 	  （出所）国際連合広報センターホームページ 
                                                
2 外務省ホームページ	 http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/about/doukou/page23_000779.html 
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これら日本においても、政府、民間企業、NPO・NGO 法人がそれぞれの立場から SDGs
の達成に向け取り組みを進めている。日本政府は 2016 年 12 月に持続可能な開発目標（SDGs）
実施指針を策定し公開している。その中で民間企業に対して以下のように言及している3。 
 
「SDGs の達成のためには、公的セクターのみならず、民間セクターが公的課題の解決に貢
献することが決定的に重要であり、民間企業（個人事業者も含む）が有する資金や技術を社
会課題の解決に効果的に役立てていくことは SDGs の達成に向けた鍵でもある。既に一部の
民間企業が SDGs に社会貢献活動の一環として取り組むのみならず、SDGs を自らの本業に
取り込み、ビジネスを通じて社会的課題の解決に貢献することに取り組んでおり、政府とし
てこうした動きを歓迎する。また、今後の 2030 アジェンダの実施に際して、・・（中略）・・
民間企業との更なる連携の強化を図り、さらに、民間企業がイノベーションを生み出すため
の支援や環境整備に取り組む。」 
 
企業は利益追求が主たる目的の事業体であり、社会課題の解決を主たる目的とする事業体で
は、本来ない。しかしながら社会課題の解決は、企業にとっても本業とは切り離された単な
るメセナや社会貢献活動ではなく、ビジネスの機会として新たに挑戦していける領域であり、
先進的な大企業は SDGs を戦略的に取り入れて、市場開拓、生産性向上、企業価値の向上に
取り組む事例も出て来ている。 
 また、大企業だけでなくベンチャー企業や事業型 NPO も、社会課題の解決を事業の中心に
据え、戦略的に事業性と社会性を両立させる事業活動を行う例が見られるようになってきて
いる。 
 
第二項	 日本における NPO の現状と課題 
	 米国では、大学生の文系（人文・教養・教育）就職人気ランキングにおいて Google と並
んで、スラム地区へ小中学校の教師を派遣する Teach for America や Peace Corps などの
NPO・NGO がトップ 10 に入り、NPO は社会的なステータスが企業と同等に高く、若者の
意識が社会セクターへ向いていると言われている。日本においては、ビジネス・経済系就職
                                                
3 平成 28 年 12 月 22 日ＳＤＧｓ推進本部決定）持続可能な開発目標（SDGs）実施指針（本文） 
  首相官邸ホームページ https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sdgs/ 
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人気ランキングでは、NPO や NGO はランクインせず、かろうじて非営利組織として JICA
（国際協力機構）がラインクインしているのみである。 
 
 図表 ２-２ アメリカと日本の文系大学生人気就職先ランキング
 
（出所）UNIVERSUM（2017）World’s Most Attractive Employers 2017	  
米国の NPO においては、個人と企業の寄付金額を合算すると、22 兆円超と非常に規模が
大きい4。特に個人による寄付は、米国は日本の 43.4 倍と圧倒的な差があり、人口差を考慮
してもその差は 17.9 倍である。日本は、アメリカにはまだ及ばないことが見て取れる。この
寄付金額の差は、NPO の資金獲得に繋がり、日米の社会活動にも当然影響しているだろう
ことが容易に推測される。 
	 	     図表 ２-３日米の NPO に対する寄付金額（2010 年） 
 
	     （出所）千葉県環境生活部県民交流・文化課. (2014)  
                                                
4	千葉県環境生活部県民交流・文化課. (2014). 社会貢献活動の参考モデルの調査について 
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また、NPO 法人 ETIC の調査5によると、20 代、30 代の男女において、「ソーシャル・
ビジネス」または「社会起業家」という言葉を知っていると答えた割合は約６割を超え、ま
た社会起業家を目指す若者も増えてきている。 
 
    図表 ２-４ 「ソーシャル・ビジネス」・「社会起業家」の認知度 
  
   （出所）ソーシャル・ビジネス・社会起業家に関する若者認知度調査 2014 
 
このようにソーシャル・ビジネスに対する意識は若い世代からも認知されており、社会全
体での社会課題の解決に対する意識は高いレベルを保っている。また、NPO も増えてきて
おり、今後活躍していく機運は高まってきている6。しかし、実際のなり手はまだまだ少なく、
社会的なインパクトは足りていないのが現状と言わざるを得ない。NPO がビジネスを通し
て社会課題の解決に取り組むことがもっと必要であろう。 
	 	 	  
                                                
5 NPO 法人 ETIC.(2015). ソーシャルビジネス・社会起業家に関する若者認知度調査 2014. 
  https://drive.media/posts/4771 
6 千葉県. (2014). 社会貢献活動の参考モデルの調査について. 環境生活部県民交流・文化課 
「ソーシャルビジネス」または「社会起業家」という言葉を知っていますか。(n=1,020) 
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       図表 ２-５全国の NPO 法人数の推移 
	      
	    （出所）千葉県環境生活部県民交流・文化課. (2014) 
経済産業省（2011）7によると以下の 2 つの分類があるとしている。 
 
・対価収入積極獲得型 
地域活性化を目的として、地域資源を活用した高付加価値商品の開発を行って販売し、 
地域コミュニティの形成や雇用創出につなげるようなケース。 
開始段階では補助や助成等も活用するかもしれないが、最終的に事業収入を強化して市場
を作っていく。 
 
・非営利資源積極活用型 
社会的に不利な立場にある人々（障がい者、ひとり親、海外の貧困層等）にサービスを提
供するケースや、受益者が特定できない環境問題等に対応するケース。 
受益者から直接対価を得ることが難しくなる。これらの場合、補助や助成等を得たり、う
まく寄附を集める仕組みを作ったりするとともに、有償労働に限らず無償労働（ボランティ
ア）等の非営利資源も活用しながら事業を継続していく。 
 
行政等による寄附や税制に対する支援は、主に「非営利資源積極活用型」に対応するもの
といえる。一方、ソーシャル・ビジネスの産業政策として、経済活性化・雇用の創出を促す
                                                
7 経済産業省. (2011). ソーシャルビジネス推進研究会報告書.  
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ためには、より持続的な自立化を目指す「対価収入積極獲得型」の後押しを行うことが主に
なる。 
ソーシャル・ビジネスの発展のためには、民間主体で分野横断的に活動することを促進し
ながら、その事業の多様性を確保することが重要であり、そのためには様々な主体や関係機
関の連携・協働が大きなポイントとなる。  
 
第三項	 ビジネスセクターにおける変化 
 ビジネスセクターにおいてもすでに、社会貢献とビジネスをつなぐ状況はある。まず CSR
や CSV が挙げられる。これは、主に欧米の多国籍企業がモデルとされ、経済合理性の文脈の
中で事業性に重きを置きつつ、社会性を組み込むことで、企業の長期的競争力や持続性維持
について戦略的に取り組むものである。また、営利組織によるソーシャル・ビジネスも新た
なフロンティアとして勃興している。 
	 NPO に代表される社会セクターと、営利企業に代表されるビジネスセクターが歩み寄ろ
うとしており、その連携も今後重要になると考えられる。さらに、個人の学び方、新しい働
き方が注目されてきており（Gratton, L. & Scott A. 2016）8、ソーシャル・ビジネスの概念が
トレンドとしてではなく、一つの事業領域として確立されることが期待される。今を生きる
ビジネスパーソンは、ビジネスを一つの軸としながらも、もう一つの軸として社会貢献の軸
を持つことがこれからの時代に必要だと言っても過言ではない。またこれから社会に出る若
い世代においては、「ビジネス」か「社会貢献」と言った選択ではなく、どちらも追求でき
るマインドセットを持って欲しいし、そのような人材を育成する環境やシステムが必要であ
る。 
 
第二節	ソーシャル・ビジネスにおけるミッション 
第一項	 ミッション 
経済産業省『ソーシャル・ビジネス研究会報告書』（2008）9では、ソーシャル・ビジネス
を次のように定義している。 
 
本研究会では、以下の①～③の要件を満たす主体を、ソーシャル・ビジネスとして捉える。 
                                                
8 Gratton, L. & Scott A. (2016). 池村 千秋 (訳), 『Life shift: 100 年時代の人生戦略』. 東京: 東洋経済新報社. 
9 経済産業省. (2008). ソーシャルビジネス研究会報告書 
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① 社会性 
現在解決が求められる社会的課題に取り組むことを事業活動のミッションとすること。 
② 事業性 
①のミッションをビジネスの形に表し、継続的に事業活動を進めていくこと。 
③ 革新性 
新しい社会的商品・サービスや、それを提供するための仕組みを開発したり、活用した
りすること。また、その活動が社会に広がることを通して、新しい社会的価値を創出す
ること。 
 本研究においては、ミッションについてはとくに「社会的」ミッションと捉え、議論する。	
特に、社会的価値を創出する事業体においては、「社会的」ミッションを事業創造・推進に
も継続して掲出することが必要である。「社会的」ミッションは、起業家が社会課題を解決
しようとする原動力であり、「自分がなすべきこと」としての方向づけから具体的な解決策
をビジネスで志すことと考え、本研究の視点として扱うものとする。 
 
第二項	 問題意識 
	 経済産業省による、ソーシャル・ビジネスの推進は意義のあるものであり、産業政策とし
て取り組むために、事業者への支援や仕組みづくりはますます重要になってくる。ソーシャ
ル・ビジネスの市場は拡大しており、さらなる拡大の可能性がある。行政コストの増大によ
るサービス提供が減少し、ニーズが多様化する中で求められるサービスは拡大しており、こ
の市場をカバーできるのはソーシャル・ビジネスであると考える。 
	 では、どのようにして社会的価値を生み出す事業を創っていくのか、そのための社会的ミ
ッションはどのようにして培われるのか。 
	 本研究の目的は、これまで所与のものとされてきた、「社会的課題の解決に重要な役割を
示す社会的ミッション」がどのように形成されるのか、また、事業化にあたり何が重視され
るべきかを明らかにすることを目的としている。起業家が社会的ミッションを持つようにな
るプロセスが示され、事業化での重視要件が明らかになれば、そのプロセスや要件を促進す
る施策を産業界全体で取り組むことが可能になる。そうすれば、ソーシャルセクターでの起
業を増やしたり、その経営をサポートできる環境が整うと考える。 
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第３章	先行研究 
	 本章では、アントレプレナーシップに関する先行研究について取り上げる。第一節では、
ソーシャル・アントレプレナーシップの領域について、第二節では、ソーシャル・イノベー
ションのプロセスについて、第三節では、ミッション形成に関する先行研究について論じる。
さらに第四節では、社会起業家の起業過程についての先行研究について述べる。 
	 社会課題の解決に向けて価値ある事業を創出するための示唆を得るために、これら４つの
分野から社会的価値創出のためのプロセスを導き出す。 
 
第一節	ソーシャル・アントレプレナーシップに関する先行研究 
 “Social Entrepreneurship”の検索においてGoogle scholarで最も引用数が多いDees（1998）
10によると「社会起業家は企業家の一種であり、“社会的ミッション”を持った企業家」と述
べてられている。 
また、Zahra ら (2009)11は、「社会的な課題を特定し、これらの懸念に対処するために力を
動員する壮大な先見者」としている。 
これらソーシャル・アントレプレナーについての言及はソーシャル・アントレプレナーシッ
プの研究とともに論じられており、多くの学者がその定義を提唱している。そこには明確な
定義はなく、他の起業家精神との比較の中で社会起業家は相対的に論じられている。 
Dacin(2010)12によれば、起業家精神のいわゆる従来型と制度型や文化型とを区別する苦肉の
議論がなされているが、社会起業家精神は他の起業家精神と異なるのかどうかについては疑
問か残ると述べている。 
むしろ社会起業家精神は、従来的、制度的、または文化的起業家精神といった他の形態を
包含する。例えば、Mair（2006）13は、成功したすべての企業が社会的価値観を生み出すた
め、すべての起業家を社会的なものとして定義する議論があると述べている。 
 
                                                
10 Dees, J. G. (1998). The meaning of 'social entrepreneurship'     
   http://www.redalmarza.cl/ing/pdf/TheMeaningofsocialEntrepreneurship.pdf 
11 Zahra, S. A., Gedajlovic, E., Neubaum, D. O., & Shulman, J. M. (2009). A typology of social entrepreneurs: 
Motives, search processes and ethical challenges. Journal of Business Venturing, 24(5), 519-532. 
12 Dacin, P. A., Dacin, M. T., & Matear, M. (2010). Social entrepreneurship: Why we don't need a new theory 
and how we move forward from here. Academy of Management Perspectives, 24(3), 37-57. 
13 Mair, J., & Marti, I. (2006). Social entrepreneurship research: A source of explanation, prediction, and 
delight. Journal of world business, 41(1), 36-44. 
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図表 ３-１ ミッションとプロセス/資源要素における起業家型の違い 
 Conventional Institutional Cultural Social 
定義 イノベーションを成功
させるために、新しいア
イデアに基づいてビジ
ョンを可能にしたり制
定したりするエージェ
ント。  
 
既存の機関を支援したり
破壊したり、新しい機関
を設立したりするため
に、制度のルールに影響
を与えたり変えたりする
ための資源を動員できる
エージェント。  
社会的、文化的、経済的価値
を創出するために機会を特
定し、それに基づいて行動
する個人。  
ビジネス上の原則を適
用して社会問題を解決
する行為者。 
 
富の分配 株主 
 
株主および/または 
利害関係者 
株主および/または 
利害関係者 
株主および/または 
利害関係者 
支配的な組織形態 利益 利益 非営利または利益 非営利または利益 
主な目標（動機） 経済 制度改革・発展 文化の拡散 / 啓蒙 社会的変化 / 幸福 
製品 製品またはサービスの
創造または流通 
正当性の確立 新しい規範や価値の確立 イデオロギー/社会変革
の促進 
対立点 成長と生存 
 
変化への抵抗 
（同調 - 競争優位） 
商業化と文化 経済的持続性と 
社会的使命 
 
しかしその中でも Dacin(2010)は、社会起業家精神の独自の理解を促し、実行し得る意義の
ある定義は、社会的価値創造へのミッションと成果に焦点を当てたものである、と述べてい
る。さらに、社会的価値の創造にとって第一義的に重要な要素は、ミッションとプロセス/リ
ソースであると述べている。 
	 よって本研究では、これら定議論に焦点を当てるのではなく、社会的価値の創造に重要な
役割を果たす社会的ミッションと事業化要件について考察していく。 
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さらに、先の先行研究も合わせて、ソーシャル・アントレプレナーシップに必要な要素を
抜き出し、事業化に必要な要件を推定する。 
 
図表 ３-２ ソーシャル・アントレプレナーシップの要件 
大分類 項目 zahra 2009 Dees 1998 Dacin 2010 
機会発見 社会的ニーズの検索・追求・発見 ○	 ○	 	
ミッション 
 
社会的ミッションの形成 ○	 ○	 ○	
社会価値を創造する使命 	 ○	 ○	
情熱・ビジョン 
 
社会問題を追求するための情熱 ○	 	 	
現状を改善するビジョンと決意 	 ○	 	
ステイクホルダ
ーとの関係 
支持者に対する（説明）責任意識や 
成果の公開 
	 ○	 	
企業家チーム・ 
ネットワーク 
 
ステイクホルダーとの信頼・協力関係の構築 
○	 	 	
ビジネス生態系全体の結束・起業家チームの
存在 
○	 	 ○	
正当性 社会的評価軸による正統性の確保 	 	 ○	
資源動員 
組織内・外ステイクホルダーの協力による 
資源動員・投入 
○	 ○	 	
参加の 
「場」づくり 
外部の知識や資源を取り入れて、改革、調整、
学習の過程に参加させる 
（自己変容させる） 
	 ○	 ○	
 全ての先行研究で重複のある要素は「社会的ミッションの形成」である。 
次いで「社会的ニーズの検索・追求・発見」「社会価値を創造する使命」「ビジネス生態系
全体の結束・起業家チームの存在」「資源動員」「価値創造の「場」づくり」である。 
 
第二節	ソーシャル・イノベーションの創出と普及に関する先行研究 
第一項	 ソーシャル・イノベーションとは 
	 谷本（2013）14は、ソーシャル・イノベーションを推進するプロセスを示している。ここで
いうソーシャル・イノベーションとは「社会課題の解決に取り組むビジネスを通して、新し
い社会的価値を創出し、経済的・社会的成果をもたらす革新」であるとし、4 つのポイント
を挙げている。 
                                                
14 谷本 寛治, 大室 悦賀, 大平 修司. (2013). 『ソーシャル・イノベーションの創出と普及』. 東京: NTT 出版 
17 
①社会的課題の解決を目指したものであること。 
社会的課題とは、ローカル、グローバルなコミュニティにおいて顕在化する環境、福祉、
教育、途上国支援などの諸問題であり、その内容は国や地域、時代により異なってくる。 
②社会的課題の解決に対してビジネスの手法を用いていること。 
従来こうした社会セクターの課題解決にはビジネスのアプローチを用いることはあま
りみられなかった。 
③最終的な成果として、社会的成果と経済的成果が求められるということ。 
一般的に、イノベーションは市場から受け入れられて初めて成立し、経済的成果を伴う
ことが求められる。 
④新しい社会的価値を創出するということ 
ソーシャル･イノベーションは、社会的、経済的成果の達成のみならず、新たな社会的価
値を創出し既存の諸制度を変革していくという側面を持っている。 
 
第二項	 ソーシャル・イノベーションのフェーズについて 
	 谷本（2013）においては、ソーシャル・イノベーションのプロセスを、創出と普及に大き
く区分し、それぞれ２つずつのフェーズに分け、4 つのフェーズにおいて議論している。こ
の一連のプロセスは図のように必ずしも線形的なプロセスを取るわけではなく、それぞれの
フェーズが行きつ戻りつを繰り返しながら進んで行く、と述べている。 
  
図表 ３-３ ソーシャルイノベーションの創出と普及 
 
① フェーズⅠ：社会的課題の認知 
ソーシャル･アントレプレナーが社会的課題を認知する段階。 
企業家が特定の社会的問題に出会い、どのように取り組むかは、最初のミッション形成
につながる。そしてその後のステイクホルダーの巻き込み、支持や協力の獲得につなが
る重要なプロセスである。 
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②フェーズⅡ：ソーシャル･ビジネスの開発 
新しい仕組みやサービス、ビジネスモデルを生み出す段階。 
新しい知識を創造するプロセスともいえる。ステイクホルダーのを引き出し、ビジネス
を通して翻訳し、伝えていくとともに、あらゆる情報や資源を獲得する。 
フェーズⅠ、Ⅱを通して、企業家グループ（チーム）を形成することも見られる。 
③フェーズⅢ：市場社会からの支持 
新しく創出されたソーシャル･イノベーションの市場社会での受け入れられる段階。 
新しい商品・サービスを購入する主体と、ソーシャル・ビジネスを活用する主体からの
支持がある。 
④フェーズⅣ：ソーシャル･イノベーションの普及 
ソーシャル･イノベーションの帰結としての社会変革が進む段階。 
新しいプロダクトやそのビジネスモデルの普及や、社会的に影響を受けたユーザーの行
動変容により新しく社会的価値が広がる。 
 
本研究では、特にミッションが形成されるフェーズⅠ、Ⅱについて注目し、その形成プ
ロセスとその後の事業化段階における影響を検討する範囲とする。前節で抽出したアント
レプレナーシップをフェーズⅠ、Ⅱへ当てはめ、次節以降の先行研究も含め、社会課題の
認知・ソーシャル・ビジネスの開発の概念図を作成する。 
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第三節	ミッション形成に関する研究 
	 第二項では社会的ミッション形成に影響を与える要因について具体的にみていく。 
まず始めに、企業経営におけるミッション形成のプロセスを検証した先行研究として、神戸
大学大学院経営管理研究科の的場（2002） 15の研究を取り上げ、ミッション形成の要件につ
いて考える。 
本先行研究で対象としている企業は、ほぼ全て創業 10 年以上であり、すでにミッション
経営に取り組んでいる。これら企業の経営者のミンション形成時期は、多くの経営者が創業
後ある一定期間を経過した時期であり、事業活動の展開とともに形成されると述べている。
その上で、ミッション形成に影響を与える要因とミッション形成能力の開発について考察し、
経営者がミッションを形成するに至るモデルを２つのパターンに分けて構築している。 
	 ミッション形成に影響を与える要因としては「シード・エクスペリエンス」と「トリガリ
ング・イベント」の２つの存在を挙げている。 
 
図表 ３-４	 ミッション形成に影響を与える要因 
シード・エクスペリエンス トリガリング・イベント 
経営者のものの見方・考え方に大きな影響
を及ぼした幼少期・青年期の「原体験」 
成人後（多くは事業を始めてから）遭遇する
「最終的な引き金となった出来事」 
 
	 従来の経営理念の構築プロセスに関する研究では、「ドリガリング・イベントだけが注目
されていた」とし、むしろ筆者はシード・エクスペリエンスを重要視している。理由として、
「人間の性格のベースは幼少期の環境や体験で決まるように、経営者としての考え方も幼少
期の体験から大きく影響を受けている」からと述べ、インタビューを通して「明らかに幼少
期の体験にルーツを持つ経営者が数多く存在」していたとし、「シード・エクスペリエンス
から何を学び、どんな価値観を構築するかが非常に重要」であることを挙げている。さらに
この２つの要因から、ミッションが形成されるモデルを提唱した。 
	 そして、筆者は、経営者はシード・エクスペリエンスをもとに、トリガリング・イベント
から影響をうけながら、企業としてなすべきことを日々自分の内側に向かって問い、答えを
求める続ける中でミッションは形成されていくと指摘している。 
                                                
	 15 的場 (2002). 企業経営におけるミッション形成プロセスの調査・経営者はいかにして使命感を持つに至る
のか. Working Paper 2002・11 神戸大学 
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	 これらの過程をモデルとしてしましたのが下図である。 
	       
図表 ３-５	 ミッション形成モデル 
	  
	 本研究では、シード・エクスペリエンスとトリガリング・イベントの概念を取り入れ、社
会的ミッション確立を考察する。 
 
第四節	社会起業家の起業過程に関する先行研究 
本先行研究16では、社会起業家の起業過程を、以下の３つに区分している。 
① 問題意識の出現 
ある時点で、社会問題の所在を意識する。端緒となる問題意識のことを「弱い問題
意識」と呼ぶ。 
② 資源の探索 
学習の機会を設けたり、他の進路を少しずつ取捨選択するなんらかの探索期間が
                                                
16 独立行政法人中小企業基盤整備機構経営支援情報センター（2011）「ソーシャルビジネス調査①日本の社会起
業家の特徴と誕生の背景 （問題意識と「隠れた起業家教育の契機」の相互作用という視点から） 
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あり、その間にコアコンピタンスの確立や学び、資源獲得を試行錯誤する。 
③ 起業の決断 
起業家は、意識的/無意識的にかかわらず、認知されるリスクに耐えられるだけの
問題意識（「強い問題意識」）が醸成されたときに、キャリアにおけるその他の選択
肢を排して、起業を実行する。 
特に探索段階においては、起業家が当初持つ社会問題を解決しようとする「弱い問題意識」
にもとづいて、多くの学びや人（キーパーソン）との出会い、ときに失敗の経験などを積む。
さらにその経験によって、当初の問題意識を適宜修正したり、より強固なものに育てていく
相互作用が生じている。 
これらの意識は、社会的ミッション確立、事業創造の過程における起業家の意識の状態を
表す言葉として用いる。 
 
第五節	先行研究まとめ 
	 ここまでの先行研究で共通して重要であると考えられることは、社会的ミッションの存在
である。これによって社会的企業が成り立ち、社会的企業としての存在・行為を確保できる
と考えられる。 
さらに、ソーシャル・アントレプレナーシップに関する先行研究から、社会的価値を創出
するアントレプレナーシップに必要な要件を導き出した。ソーシャル・イノベーションに関
する先行研究からは、ソーシャル・イノベーションを創出・普及するためのプロセスを確認
した。この中で、社会課題を事業化し社会的な価値の創造をしていくためには、社会的ミッ
ションとそれをもとにしたプロセスの構築が重要であるという示唆を得た。またミッション
形成に関する先行研究では、ミッション形成の要因について知見を得たが、対象者の約 97％
が創業 10 年以上の経営者であり、起業家について求められる要件とは異なる可能性が考え
られた。また、事業化のプロセスにおいても要件の抽出のみに留まっており、それらがどの
程度重要なのか、社会的ミッションとどの様な関係を結んで実現していくのか、具体的に検
証されていない。 
そこで、本研究においては、谷本（2013）17のソーシャル・イノベーションのプロセスを参
考に、社会的価値創出につながる事業創造のプロセスに対応するアントレプレナーシップ要
                                                
17 谷本 寛治, 大室 悦賀, 大平 修司. (2013). 『ソーシャル・イノベーションの創出と普及』. 東京: NTT 出版. 
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件をそれぞれ仮定する（図表 3-6）。また、重要なプロセスである社会的ミッションの形成の
要因（過程）と、それがどのようにビジネスや事業創造プロセスに結びつくのか、どれが優
先して取り組むべきプロセスかを明らかにしたい。 
 
図表 ３-６	 先行研究による事業創造プロセスの概念図 
 
 
第４章	仮説の立案と対象企業の選定                    
第一節	本研究における検討課題と検証方法 
	 本研究では、経営者の社会的ミッションがどのようにして形成されるのか、またそれがど
のように社会的価値創造に影響するのか、そのプロセスや両者の関係を明らかにしたい。そ
のために、リサーチクエスチョンを以下のように設定し、仮説の構築および検証を行う。 
・社会的ミッションはどのように形成されるのか 
・重視するビジネス開発要因はどれで、社会的ミッションとどのように関係しているのか 
また、初期仮説は以下のよう設定し、検証して行く。 
 
仮説① 
社会的課題の認知フェーズにおいて、起業家は、課題との遭遇により探索段階を経て社会的
ミッションを確立する。その確立にあたっては社会解題との出会いがトリガーとなる。 
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仮説② 
ソーシャル・ビジネス開発で重視する項目は、起業家タイプによって異なる。それは、起業
家の社会的ミッションが何を目的にしているかによって決まる。 
 
	 この初期仮説をもとに、インタビュ ・ーアンケートを通した事例研究を行うことによって、
社会的ミッションと事業化プロセスの関係について検証していく。 
 
	          
図表 ４-１	 初期仮説の概念図 
 
 
 
第二節	事例研究における対象企業の選定                  
	 社会的ミッションと事業創造プロセスの関係を検証するために事例研究を行い、社会課題
解決を経営理念としている以下５つの企業・NPO 法人を抽出した。 
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	 新しく事業を起こすベンチャー企業について、松田（2005）18はベンチャー企業の成長段
階を示している（図表０）。ベンチャー企業の成長プロセスは、起業までの「シード期」、
起業から商品・サービスの販売を開始し、事業が軌道に乗るまでの「スタートアップ期」、
市場や顧客に受け入れられ規模が急拡大する「急成長期」、市場や商品・サービスが成熟化
し、規模拡大が鈍化する「安定成長期」に分けることができる。ベンチャー企業は、この 4
段階を経て成長していくと示している。 
 
図表 ４-２	 ベンチャー企業の成長段階とソーシャル・イノベーションのプロセスの関係 
 
 
選定企業 
株式会社：	 チャレナジー	 日本環境設計	 ユーグレナ 
NPO/財団法人：	 MORIUMIUS	 	 	 	 ETIC 
（出所）松田（2005）19、土井（2014）20を元に筆者作成 
 
	 それぞれのステップにあると思われる企業・NPO 法人を選定し、以下、事例分析を行っ
た。 
 
 
                                                
18 松田修一(2005)「ベンチャー企業＜第 3 版＞」日本経済新聞社,p59. 
19 松田修一(2005)「ベンチャー企業＜第 3 版＞」日本経済新聞社,p59. 
20	土井花野（2014）	 ものづくりを中心としたソーシャルビジネスの段階別成功要因～キャンドルプロジェク
トの実践を通して～ 
 
ベンチャー企業	
の成長過程	
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＜対象企業＞ 
（１）株式会社ユーグレナ 
（２）株式会社日本環境設計 
（３）株式会社チャレナジー 
（４）特定非営利活動法人エティック（ETIC） 
（５）公益社団法人 MORIUMIUS 
 
第三節	検討方法 
仮説を検証する上で、対象企業の経営トップへの個別インタビューを行った。また、出版
物や web の記事を補足として適宜用い、下記の項目および視点について分析を行った。 
 
＜インタビュー対象者＞ 
（１）株式会社ユーグレナ	      ：代表取締役社長	 出雲	 充氏（創業者） 
（２）株式会社日本環境設計	    ：代表取締役会長	 岩元	 美智彦氏（創業者） 
（３）株式会社チャレナジー	    ：代表取締役 CEO	 清水	 淳史氏（創業者） 
（４）特定非営利活動法人 ETIC  ：代表理事	 宮城	 治男氏（創業者） 
（５）公益社団法人 MORIUMIUS ：理事	 油井	 元太郎氏（創業メンバー） 
 
＜分析項目＞	                                     ＜分析の視点＞ 
①原体験                                 社会課題を認識する前提の価値観 
 
②社会的課題の認知 
社会課題の認識	                      事業創造のトリガリング・イベントは何か 
探索	                         	 	 	  どのような社会的ミッション確立の経緯か 
社会的ミッションの確立	              原体験や人生観に基づく使命感の形成 
 
③ソーシャル・ビジネスの開発 
 企業家チームの組成          	 	 	 	  	 チームやネットワークは存在しているか 
 経営資源の動員	                     	  壁の乗り越え、共感による正当性 
 戦略・仕組みの創造	                    社会的価値創造のための機会創出努力 
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第５章	事例研究 
 本章では、第 4 章で示した取材項目に沿って、初期仮説を検証する。 
 
第一節	株式会社ユーグレナ 
	 本節では、ミドリムシ（学名：ユーグレナ）を中心に、食品、化粧品、飼料、肥料、燃料
を研究・開発・製造・販売する株式会社ユーグレナの検証を行う。 
 
＜会社概要＞ 
同社は世界で初めてミドリムシの屋外大量培養を成功させ、ミドリムシの事業化を始めた。
環境、食糧、エネルギー、健康等の社会課題にミドリムシを用いて解決することを目標に事
業を展開している。 
ミドリムシは、光合成を行い繁殖を行う藻の一種であり、植物のように二酸化炭素（CO2）
を固定し酸素を排出するが、動物としての性質をもつ珍しい生物である。様々な栄養素を含
むために21自然界においては食物連鎖の底辺に存在し、それが故に純粋な大量培養が困難で
あった。 
	 	  
図表 ５-１	 ミドリムシ粉末と顕微鏡で見たミドリムシ 
 
 現在のところ、食品および化粧品を販売が主な収益源であるが、国産のバイオジェット燃
料の開発・製造を計画し、2020 年の実用化に向けて取り組んでいる。温室効果ガスの排出量
は 2020 年以降、国際線を運航する航空会社に排出権の購入が義務化され、CO2 排出をオフ
セットしたバイオジェット燃料の市場は急激に拡大すると考えられる。 
 
                                                
21 動物および植物由来の 59 種類の英応訴を含む。 
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株式会社ユーグレナの会社概要 
正式社名 株式会社ユーグレナ 
本社所在地 〒131-0041	 東京都港区芝 5−33−1 
設立(西暦) 2005 年 8 月 9 日 
代表者(CEO) 代表取締役社長	 出雲 充 
事業内容 1.ユーグレナ等の微細藻類の研究開発、生産 
2.ユーグレナ等の微細藻類の食品、化粧品の製造、販売 
3.ユーグレナ等の微細藻類のバイオ燃料技術開発、環境関連技術開発 
4.バイオテクノロジー関連ビジネスの事業開発、投資等 
資本金 54.2 億円（資本準備金含まず） 
社員数 非公開 
（出所）筆者作成：株式会社ユーグレナＨＰより 
 
＜日本における事業の沿革＞ 
株式会社ユーグレナの沿革 
西暦年 内容 
2005 年 8 月 設立 
2005 年 12 月 世界で初めて微細藻類ユーグレナの食用屋外大量培養に成功 
2010 年 5 月 ユーグレナからのバイオジェット燃料製造に関する他社との共同開発を開始 
2012 年 12 月 東京証券取引所市場マザーズに上場 
2014 年 12 月 東京証券取引所市場第一部に市場変更 
2015 年 3 月 本社所在地を港区田町に移転 
2017 年 2 月 バイオ燃料製造設備建設に関する契約締結を発表 
（出所）筆者作成：株式会社ユーグレナ	 ＨＰより 
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＜企業理念＞ 
経営理念 
人と地球を健康にする 
ビジョン 
バイオテクノロジーで、 
昨日の不可能を今日可能にする 
（出所）筆者作成：株式会社ユーグレナ	 ＨＰより 
 
①原体験 
	 中学時代、弁論大会で人口増加について調べることで、「あまりにも平和で恵まれた環境
にいること」に対し、「やるせない気持ち」を持つようになった。そして世界で苦しむ人々
がいることに疑問を持つようになる。高校ではテレビや新聞で、アフリカやアジアの発展途
上国の貧しい暮らしと自分の生活に明確にギャップを認識し、将来についても意識しはじめ
た。そのため、将来は国際連合で働いて、世界から飢餓や貧困をなくしたい	 駒場東邦での
６年間が終わることには、それが目標になった、と述べている。	  
 また、中高時代を通して、自分はリーダータイプの人間ではない、ということも感じてい
た。仲のいい同級生と比較することで、「自分には人を巻き込み動かしていく力がない」22と
いうコンプレックスを抱いている。 
 
②社会的課題の認知 
＜社会課題の認識＞ 
	 ミドリムシで「人と地球を健康にする」。その経営理念を打ち出すきっかけは何か。それ
は、出雲氏が日本で感じていた「貧困による飢餓」ではなく、現地で初めて知った「満腹な
のに、栄養失調」である。 
	 出雲氏は、もともと世界的な貧困を無くさなければならないと感じており、バングラディ
ッシュには、貧困により飢餓に苦しんでいる子供達が大勢いると信じていた。メディアもそ
う報じていたし、国連も飢餓に対する支援活動をしていたからである。大学 1 年生の時にグ
ラミン銀行でのインターンシップとして、初めてバングラディッシュ訪れる機会を得た氏は、
                                                
22 出雲 充. (2017). 僕はミドリムシで世界を救うことに決めた。. 東京: 小学館 p31 
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日本で伝えられている現実とはかけ離れていることを知った。バングラディシュでは穀物が
十分に取れ、各家庭では毎日カレーが食べられる環境だった。しかし、電気がないので生鮮
品が保存できない環境である。よって肉や魚は保存できない。腐りにくい穀物中心の食事が
栄養失調の原因だったのだ。また、栄養失調が原因で免疫力の低下が起こり、風邪を引きや
すくなる、引いたらすぐ治らない、食中毒も多い、だから体力が落ち体の小さい子供達は命
を落としやすい。この現実を現地へ来て、初めて知ったのである。また、日本のテレビや新
聞は本当のことを伝えられていないし、国連は現地に来ず、その現状を誰も知らないので的
外れな援助が行われ、物資が無駄になっているのだということを知った。 
 この現場を自分の目で見て学んできたこととのギャップを知ったこと、自分の無知に対す
るショック、メディアや国連でさえも現場を知らずに報道・援助を行う姿勢に憤りを感じ、
「なんとかしなければ」と思ったことが深く社会課題を認識した契機と考えられる。 
 
＜探索＞ 
	 では、ギャップを感じた出雲氏はどうしたのか。日本に帰って来て、どうやって解決する
のが良いか考えに考えたという。初めからミドリムシではなかった。色んな人に聞いて、調
べて、探し回ったがこれというものがない。ようやくたどり着いたのが、遺伝子組み換え技
術だった。色んな栄養素を発現した米を作れないかを検討したが、現実的ではないことが分
かった。その後、農業や栄養についての知識を得るために、大学 3 年生の時に文系学科から
農学部へ転部している。そして現取締役の鈴木との会話で、栄養素を豊富に含む生物として
ミドリムシの存在があること、すでにミドリムシを食料問題や環境問題に活用する計画が進
めてられていることを知る。その中核にいたミドリムシ研究の大家である大阪府立大学の中
野教授に会うが、大量培養が困難な現状を知る。技術的な目処は全く立っていないが、出雲
氏はミドリムシが地球を救うことを確信し、自分がその手助けすることを「天命」と感じた
という。 
  
＜社会的ミッションの確立＞ 
	 また、学生ビジネスプランコンテストを主催するサークルで、様々な起業家と出会い刺激
を受けていたこともあり、「ビジネスとしてミドリムシで栄養普及事業を行い、飢えに苦し
む人に栄養素を提供していきたい」という想いに至ったと述べており、まさに社会的ミッシ
ョンが確立された瞬間であったと考えられる。 
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③ソーシャル・ビジネスの開発 
＜企業家チーム＞ 
	 ミドリムシ研究の鈴木氏、クロレラを扱っていた福本を加えて創業し、のちにファンドか
ら転籍する永田氏が企業家チームである。また、大阪府立大学の中野教授が研究者ネットワ
ークとデータを提供し、ミドリムシの大量培養を成功に導いている。このチーム・ネットワ
ーク形成のもとは、ミドリムシの社会問題に対する可能性と、それを真摯に伝えてきた出雲
氏の情熱があったからであろう。インタビュー中、出雲氏が口にする言葉に「仲間」と言う
言葉が何度となく聞かれた。同社は経営陣、従業員の区別なく「仲間」と呼んでいる。また、
行動指針23の一つにも「チームシップ」が掲げられており、非常に「和」を大事にする企業で
ある。創業当時も現経営陣がお互いを尊敬し、各自の役割を果たすことで企業の体をなすこ
とを心掛けていると言い、それが現在の行動指針につながっている。 
 
＜経営資源の動員＞ 
	 上記④で述べたように、創業チームの形成とともに、彼らの事業活動に賛同して人やカネ、
情報、技術などの資源が集まり、技術開発・企業に至れたのはなぜか。それは、出雲氏や創
業チームの、貪欲かつ真摯な気持ちでの教えを請う姿勢が知識や技術の導入を可能にし、そ
れまで誰もなし得なかった「ミドリムシの大量培養」という「壁」を越えることにつながっ
たのだと感じる。出雲氏や鈴木氏の「絶対、この難題を乗り越える」という熱い気持ちと事
業に対する共感が多くの人に伝播し、協力を取り付けたことは疑いようもない。主張に対す
る正当性が、経営資源を動員したのである。 
 
＜参加の「場」づくり＞ 
	 ユーグレナの理念を伝えるモノができたのは、どのような環境、実践があったからであろ
うか。一つは「諦めない行動」があり、さらに「パートナーシップによる共創の場」が考え
られる。 
	 一つめの「諦めない行動」は、ミドリムシの食品原料としての営業を、どんなに断られ続
けても粘り強く行い、501 社目に伊藤忠商事に採用されたことだ（出雲 2017）24。訪問した
                                                
23 euglism（ユーグリズム）10 か条として定められている。 
24 出雲 充. (2017). 僕はミドリムシで世界を救うことに決めた。. 東京: 小学館 p192 
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企業数はどうであれ、採用されるまで継続する、もはや鈍感力とも言える諦めない気持ちと
行動が引き寄せた結果である。 
	 また、ミドリムシを大きく世に知らしめることになったのは、未来科学館とのイベント企
画で「ミドリムシ」というワードを使ったことがきっかけであるという。世間での、ミドリ
ムシに対する認知はほぼなく、むしろ「ムシ」という響きからネガティブな感情をもたれる
というリスクを取りながらも、あえて「ミドリムシ」を前面に出し、展示やお土産品として
ミドリムシクッキーを開発したことが、メディアに取り上げられ大きな反響を呼んだ。 
  必ずしもミドリムシへの理解がない中、諦めずに認知拡大に取り組み、全社一丸となって
イベント企画に取り組んだこと、未来科学館との共創に取り組んだことが、市場でのミドリ
ムシの価値やその背後にある、創業の理念を世に知らしめるきっかけになっている。 
 
④まとめ 
	 出雲氏は、バングラディシュでの現実と、中高生時に学んだと思っていたこととの乖離に
ギャップを感じ、そのショックにより強く自身の中に社会課題が認識付けられた。その後、
自分に何ができるか様々な可能性を探っている。同社は 2014 年に東証一部に上場し、2017
年で創立 12 年目を迎える今でこそ、出雲氏のミドリムシの出会いは様々なメディア、書籍
で知られているが、実はミドリムシ以外の解決手段も探っていたのである。社会課題を解決
するためにどういう手段があるか始めから分かっていたわけではない。のちに振り返ると妥
当な道だったかも知れないが、そこに辿り着くには様々な知の探索が行われていた。事業化
をする段階でも、研究者のネットワーク、大量培養のための培養プール、そして伊藤忠商事
や未来足掻く感との出会いは、偶然の出会いとも言われているが、ミッションを持って多方
面への探索することにより出会うべくして出会ったのである。 
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第二節	日本環境設計株式会社 
	 本節では、衣服等や携帯電話などから、バイオエタノールや重油等の再生油を生む技術を
開発し、リサイクルプロジェクトを企画運営する日本環境設計株式会社の検証を行う。 
 
＜会社概要＞ 
	 同社の強みは、「炭素の循環」による「地上資源の循環」を可能にするリサイクル技術と、
企業や消費者がリサイクルに参加したくなる仕組みを構築したことである。技術について簡
単に整理すると以下のようになる25。 
 ・綿製品からエタノールをつくる（バイオエタノール） 
 ・プラスチックから再生油をつくる（熱分解） 
 ・ポリエステルからポリエステルを再生する 
 石油を「地下資源」だとすると、エネルギーとして再生される綿やプラスチック、延々と再
生されるポリエステルはさながら「地上資源」ということになる。 
 これら衣類や携帯電話などの「資源」を、一般消費者から回収してリサイクルする仕組みと
して、2010 年より FUKU—FUKU（フクフク）26プロジェクトや、PLA—PLUS（プラプラ）プ
ロジェクトを展開している。大手衣類小売り企業と提携し、全国の店舗で回収するインフラ
を整えている。小売り企業にとっては、作って売って終わり、ではなく、回収し再生するま
でを手がけることができ、社会貢献として対外的にも発信できる。 
	 また、エンターテイメントやイベントと組み合わせ、消費者のリサイクルの意欲を喚起し
楽しんで参加できるリサイクル・プラットフォームを構築している。 
図表 ５-２ BRING のロゴとマーク27  
     
                                                
25 岩元美智彦. (2015). 『「捨てない未来」はこのビジネスから生まれる : 赤字知らずの小さなベンチャー「日本
環境設計」のすごいしくみ』 ダイヤモンド社. p52 
26 現在は BRING に名称変更している。	  
27 同社 Facebook ページより 
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図表 ５-３ デロリアン号を使用したイベントの様子28 
 
	            
 
 
      
図表 ５-４ リサイクルのイメージ29 
 
                                                
28 朝日新聞デジタル https://www.asahi.com/articles/photo/AS20170619004048.html 
29 同社 2015 年 8 月 26 日付 NEWS RELEASE より 
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日本環境設計株式会社の会社概要 
正式社名 日本環境設計株式会社 
本社所在地 〒100-6005 東京都千代田区霞が関 3-2-5 霞が関ビルディング 25F 
設立(西暦) 2007 年 1 月 
代表者(CEO) 代表取締役会長	 岩元 美智彦 
事業内容 リサイクル計画、実施等に関するコンサルティング事業 
リサイクル処理施設の運営事業 
次の物品の売買及び貿易、研究、開発、生産、製造 
	 炭化水素燃料及びその原料 
	 化学製品及びその素材や原料 
	 繊維製品及びその原料 
資本金 資本金 14 億 9200 万円（資本準備金含む） 
社員数 非公開 
（出所）筆者作成：日本環境設計株式会社 HP より 
 
＜日本における事業の沿革＞ 
日本環境設計株式会社の沿革 
西暦年 内容 
2007 年 1 月 設立 
2007 年 6 月 大阪大学と共同で綿繊維リサイクルに関する技術開発を開始 
2009 年 5 月 大阪大学との共同研究により、綿繊維からバイオエタノールを生産するリサ
イクル技術の開発に成功 
2010 年 4 月 愛媛県今治市にて、綿繊維からバイオエタノールを生産する小型商用プラン
トが竣工、稼働開始 
2010 年 6 月 中小企業基盤整備機構より受託した繊維製品リサイクル調査事業の成果をも
とに、消費者より衣料品を店頭回収しリサイクルを実施する「FUKU-FUKU プ
ロジェクト」開始 
2011 年 11 月 愛媛県今治市にて、携帯電話をリサイクルする小型商用プラントが竣工、操業
開始 
2012 年 2 月 環境省プラスチック等の効率的な回収システムの構築及び再資源化ビジネス
支援事業の採択。同事業において、第 1 回 PLA-PLUS プロジェクトを開催 
2016 年 2 月 資本金 14 億 9200 万円（資本準備金含む）に増資 
（出所）筆者作成：日本環境設計株式会社 HP より 
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＜企業理念＞ 
ビジョン 
あらゆるものを循環させる 
ストラテジー（抜粋） 
私たちは、あらゆるものを循環させるために、消費者に協力を求め、 
そして消費者と共に行動します。 
それは、消費者の生活動線上に循環させるものを回収する回収拠点を設置し、 
そして回収しリサイクルされた素材で生産された商品を 
生活動線上にて販売します。 
（出所）筆者作成：日本環境設計株式会社 HP より 
	
①原体験 
  岩元氏は大学生であった 21 歳の時、映画『バック・トゥ・ザ・フューチャー』に出てくる
車「デロリアン」を観て感動した。ゴミを燃料として走れる・未来や過去に行けるタイムマ
シンであった。この車を見て、ゴミは資源になること、日本の技術が実現すると確信したと
いう。 
 
②社会的課題の認知 
＜社会課題の認識＞ 
  日本環境設計株式会社の掲げるビジョンは「あらゆるものを循環させる」である。創業は
綿でできた衣類を回収し、バイオエタノールへと再生する事業から始まっている。 
	 その考えの元となったのは、商社で繊維製品の営業担当としてキャリアをスタートさせて
以来持ち続けていた業界構造と製品特性に対する課題である。繊維製品はシンプルな製品で
あり、付加価値が付けづらく、価格競争に陥りがち。売るためには価格を下げ、使わなくな
ったら廃棄する。廃棄品は２割がリユース・リサイクルに回されるも、８割は埋め立てか焼
却で、作っては捨てられる構造に 20 年近く問題意識が積もっていたという。何か良い方法
はないかと、起業するまでの数年間、新聞・雑誌や異業種交流会への参加等、情報収集をし
ていた。 
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＜探索＞ 
	 商社マンを続けながら、なんとか繊維リサイクルを事業化できないか思案していた。リサ
イクルされずに廃棄される繊維製品は衣類、カーテン等で年間 200 万 t もあった。当時、繊
維リサイクルを検討する国の会議にも出席していたが、議論がなかなか進まず、このままで
は実現は難しいことを肌で感じていた。このリサイクルが進まない現状に、問題意識が長年
積もるばかりであったが、ある日、新聞記事でトウモロコシからエタノールができることを
知り、それなら同じ植物でもある綿からもできるのではないかという発想の元、異業種交流
会で知り合っていた当時大阪大学の大学院生であった現社長の高尾氏に技術開発を持ちか
けた。ここでもユーグレナと同じく知の探索が行われていた。 
	 また、事業として回していくには「仕組み」が必要であることも、商社マンとして持って
いた信条であり、この期間に「仕組み」への考えが醸成されて行った。 
 
＜社会的ミッションの確立＞ 
 相談を持ちかけられた高尾氏は研究者のネットワークをたどり、大阪大学と綿製品の酵素
分解について、共同研究を始めた。ここでセルロースがグルコースに分解され、エタノール
へ変換される可能性を見出すことができた。この技術が見出されたことで、積年のリサイク
ルへの想いが現実味を帯び、更なる共同研究を続けていくために、会社設立を決めたという。 
	 また、商社の文化は縦社会であり、背番号がついていることも起業の一因と述べている。
つまり、組織の中では、自分の出自・役割が決まっていて、やりたいことがやれない環境に
あった。リサイクルは「仕組み」で回さなければならず、組織に横串を通さないとできない。
それは当時の組織ではできないことを感じていた、また、社会課題の解決は多くの人・団体
が一生懸命やっているが長続きしないのは、資金が続かないからであり、 寄付の文化は日
本にまだないことを認識していた上で、組織から独立してビジネスとして解決していく決意
をした。この時、社会的ミッションが生まれたと考えられる。 
	  
③ソーシャル・ビジネスの開発 
＜企業家チーム＞ 
	 当初リサイクルのコンサルタント事業から立ち上げ、技術開発に必要な資金の確保を行っ
た。技術が確立されてからは、リサイクルの輪を回す新たなサプライチェーンの構築に奔走
した中で多くのキーマンと出会い、巻き込んでいる。簡単に巻き込めたわけではなく、何度
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も何度も当たって当たって、理解を得たという。特に良品計画（株）金井会長との出会いが
大きいという。経済産業省の「繊維製品リサイクル調査事業」を落札してからも、店頭での
回収実験に協力を得るなど、事業化に向けて大きな貢献があった。この事業の事務局を務め
る中で、良品計画以外にも、ワールド・三菱商事・イオンリテール・丸井グループ等の流通
企業をパートナーとし、リサイクルの輪にいる多様な企業をマネジメントするポジションを
得ている。これを可能としたのは、「地上資源の循環」という大きな使命であり、多くのパ
ートナーにとって共通の大きな目標となり、それに賛同しているからであろう。 
 
＜経営資源の動員＞ 
	 バイオエタノール生成のためのプラント建設にあたっては、縁と工夫による中古設備の提
供・改修が大きく貢献している。現社長の高尾氏が大学院生時代に、地域再生事業を手がけ
ていたことの縁や経験から、今治のタオル工場の遊休設備を改修することでプラントの取得
に至っている30。タオル工場もで剪断されたタオルの綿かすがバイオエタノールの原料とし
て供給でき利益になること、さらに繊維リサイクルに取り組む岩元氏らのの社会的ミッショ
ンへの共感がもとになっており、設備提供の正当性の根拠になっている。 
 
＜参加の「場」づくり＞ 
	 市場からの支持は、④で述べた「繊維製品リサイクル調査事業」から生まれたサービス
「FUKU—FUKU」プロジェクトおよび、プラスチックのリサイクル事業「PLA-PLUS 」 
プロジェクトが同社の肝になる「場」である。いずれも消費者を主語にした衣料品・携帯電
話のリサイクルインフラであり、消費者の生活動線の中にリサイクルの入り口を持ってくる
（小売店での廃棄品の回収）ことが、消費者の気リサイクルする気持ちにスイッチを入れる
のである。また、真面目にリサイクルを叫ぶのではなく、楽しくワクワクするイベントも盛
り込むことで、なんとなく気恥ずかしいリサイクルへの参加の垣根を下げたことも、大きな
一因である。 
 
 
 
                                                
30 エタノールの製造工程がタオルの染色工程に似ていることから、改修だけで済んでいる。 
38 
 
④まとめ 
  岩元氏の社会課題に対する認識は、繊維業界および消費特性に対する事業継続性への懸念
であり、長年積もり積もっていたものである。それが新聞記事をもとにした高尾氏との綿の
リサイクル技術開発がきっかけで、組織に残らず起業する選択を行わせた。起業してからも、
商社マン時代に培った経験とビジネスモデルへのこだわりで突き進んでいるが、多くの企業
と消費者を巻き込んだのは、共感できる大きなの共通の目標があったからこそである。 
 
第三節	株式会社チャレナジー 
	 本節では、新しいタイプの風力発電機、垂直軸型マグナス風力発電機の開発・実用化を目
指す株式会社チャレナジーの検証を行う。 
 
＜会社概要＞ 
  同社 CEO は、2011 年の東日本大震災で機運が高まった再生可能エネルギーを垂直軸型マ
グナス風力発電機で実現しようと取り組んでいる。日本は山と海が近く風向きや風量が不安
定で、なおかつ台風が通過するため、従来型の水平軸型のプロペラ風車は強風で壊れやすい
状況にあった。そこにイノベーションの余地があると感じた清水氏は、プロペラを持たず風
の方向に影響を受けないマグナス方式に垂直軸型を組み合わせた。 
 現在のところ製品化には至っていないが、沖縄にて台風時の実証実験（1kW）を行い、より
発電量の多い 10kW 機の作製へ向け開発中である。1kW 機は街灯やモニュメントなどに使
用されるのみであるが、10kW 機なら通信の基地局や避難所などに電気を供給でき、災害時
用電源となる。 
  また生活電源としては、プロペラ風車が置けない場所で、太陽光がおけない場所として、
フィリピンの未電化地である島嶼地域での普及を考えている。従来の風力発電では、台風の
多いフィリピンでは壊れやすい。すでにフィリピンで実証実験を共同で行うことが決まって
いる31。さらに、発電した電気で海水から水素を取り出し、貯留・輸出することも視野に入れ
ている。 
 
 
                                                
31 同社ホームページ	 ニュース一覧より	 https://challenergy.com/news/cat7/00261.html 
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株式会社チャレナジーの会社概要 
正式社名 株式会社チャレナジー 
本社所在地 〒131-0041	 東京都墨田区八広 4-36-21 ガレージスミダ 
設立(西暦) 2014 年 10 月１日 
代表者(CEO) 代表取締役 CEO	 清水 敦史 
事業内容 垂直軸型マグナス風力発電機の研究、開発、設計、製造、販売 
資本金 4,800 万円（資本準備金含まず） 
社員数 非公開 
（出所）筆者作成：株式会社チャレナジー  HP より 
 
＜日本における事業の沿革＞ 
株式会社チャレナジーの沿革 
西暦年 内容 
2014 年 3 月 第 1 回テックプラングランプリ 最優秀賞受賞 
2014 年 10 月 設立 
2016 年 3 月 クラウドファンディングにてストレッチ目標 400 万円達成 
2016 年 8 月 沖縄県南城市で実証試験を開始 
（出所）筆者作成：株式会社チャレナジー  HP より 
図表 ５-５ 垂直軸型マグナス風力発電機32 
 
                                                
32 株式会社チャレナジー  HP より 
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＜企業理念＞ 
ビジョン 
風力発電にイノベーションを起こし、 全人類に安心安全な電気を供給する 
（出所）筆者作成：株式会社チャレナジー  HP より 
 
①原体験 
	 清水氏は、幼少期にエジソンへの憧れとモノづくりへの想いを強く持っており、小学校の
卒業文集にも、その想いを記していた。「みんなが見て驚いたり、笑ったり、感心したりす
るような物を、たくさん作りたい」という想いが、現在の事業にもつながっている。 
②社会的課題の認知 
＜社会課題の認識＞ 
	 株式会社キーエンスでエンジニアとして勤務していた代表取締役 CEO の清水氏は、東日
本大震災を機に、原子力発電から再生可能エネルギーへのエネルギーシフトを志した。当時
大阪に住んでおり直接の被害は受けなかったが、「大阪、東京だから安全ではなく、これか
らの日本がどうなるのかの瀬戸際だ。エンジニアとしての使命感と、再生可能エネルギーを
なんとかしなければと思った」と述べている。この時点が清水氏の社会課題の認識であり、
社会的ミッションの確立につながると考えられる。 
 
＜探索＞ 
	 清水氏は、再生可能エネルギーの専門知識はなく、仕事を続けながら再生可能エネルギー
について調べ、太陽光発電と風力発電での事業可能性について探索した。その中で、感じた
ことを次のように述べている。 
 「太陽光発電は自分じゃ作れない。太陽光パネルは、個人で進出できる範囲ではない。半導
体を使用する製品なので、設備のスケールがモノを言う。個人では商売が成り立たない。」 
「風力は機械だし、自分もメカ系のエンジニアだったので、風力（発電の開発を進めて行く
こと）にした。また、（風力発電の）ポテンシャルにも惹かれた。世界の主流は風力発電。
成長の余地が大きく、市場予測も伸びている。ニッチだとしても、そこそこ風車で食ってい
けると思った。」 
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	 風力発電について調べてみると、日本は風力発電に適した風車がなく、よく壊れているこ
とが分かった。その原因は、日本の風況が安定しておらず、風力発電に向いていないのであ
った。欧米では、安定した風の恩恵により風車は壊れにくく、大型化している。反対に、日
本は山が多く、風向きが変わりやすい、朝と夜で風の向きが変わる。また日本海側では突風
がしばしば起こり、何より台風が来るような日本では、欧米型の風車は壊れやすい。そこで、
風況が安定していない日本において、壊れにくい風力発電システムとしてマグナス力を利用
した、垂直軸型の発電機の開発を始めた。 
 
＜社会的ミッションの確立＞ 
	 マグナス式は調べても実用例がない。それには実用化できない理由があったという。マグ
ナス力は、野球のピッチャーが投げるボールが曲がる現象と同じ原理である。空気の流れの
中で回転する物体との間に生じる気流によって、気圧差が生まれその圧力差で物体は回ろう
とする。その向きは物理法則に従うため、安定して回し続けることは難しく、実用化には大
きな壁があった。関西電力も三菱重工も実用化できていないのである。 
図表 ５-６	 マグナス効果33 
 
	 マグナス式垂直軸型発電機の開発は、企業に勤めながら仕事の後、さらに休日を利用して
研究を行った。自宅で発電機の機構を試作し、検証を行うことで 2011 年 6 月に特許を取得
し、起業に向けて前職を退職した。この時のことについて、「天命を感じた、このために生
まれた」と語り、起業に向けての志と社会的ミッションが確立されたのである。 
 
 
                                                
33 日経ものづくりオンライン; http://techon.nikkeibp.co.jp/atcl/mag/15/062000054/062400003 
/流体中に回転体を置くと、片側（図中では回転体の上側）は回転体との摩擦で流体の流れが速くなり、反対
側（図中では回転体の下側）は逆に遅くなる。このため上図の場合、回転体の上下で圧力差が生じて流体の流れ
と直交する方向に力（マグナス力）が働く。 
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③ソーシャル・ビジネスの開発 
＜企業家チーム＞ 
 	 清水氏は事業立ち上げに時に必要なことは、「仲間を集めて、外部を巻き込んで、冒険を
始める」ことだという。2011 年から約 3 年間、一人で実用化に向けての開発を続けたが、
2014 年にリバネス主催の第 1 回テックプラングランプリで最優秀賞を受賞し、2014 年 10 月
に株式会社チャレナジーを創業した際、一人では技術開発と経営を行うのは困難であるため、
資金用達や経理面をみるパートナーを迎え入れた。また実用化へ向けた発電効率の向上のた
めに、流体力学やコルフボールのマグナス力に詳しい大学教授へ訪問したり、（風力発電）
学会へ参加するなど、専門家とのネットワークを作ることで開発を進めている。初期の特許
とは異なるゼロベースからの研究をし、実用化につながる特許を取得した。現在は実用化に
向け、実際のものづくりをおこなう浜野製作所や、流体力学の専門家、機械エンジニア、大
学教授など多数の有識者との技術会議を定期的に開催し、ネットワークを築いている。 
 
＜経営資源の動員＞ 
	 実用化に向けて、台風に対する実証実験として沖縄に実験機を立てるための資金を、クラ
ウドファディングで調達した。資金提供者へのリターンは、キーホルダーや T シャツなど提
供資金に対して価値は劣るものの、目標金額の 200 万円を大きく超える 400 万円が集まった。
グッズや食品を共同購入するファンディングが多くなっている昨今にあって、設備投資を援
助するプロジェクトに目標金額以上に資金が集まったのは、人々が事業の内容に共感してこ
そであろう。 
 
＜参加の「場」づくり＞ 
	 実証実験は、2016 年７月に沖縄県南城市に設置し、９月に台風 00 号の通過する中、行っ
た。これは日本ユニシスのクラウド技術や IoT 技術を活用して、発電能力の検証や発電機の
稼働状況や異常値測定などを遠隔監視することで行われた。日本ユニシスだけでなく、地元
の地主による設置場所の提供や、クラウドファンディングのリターンとして実験機設置の落
成式へ招待するなど、多様なステイクホルダーが参加できる「場」として活用している。 
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④まとめ 
	 清水氏は、東日本大震災による福島原発事故を目の当たりにし、エンジニアとして何が自
分ができるかをという考えに至っている。そして子供の頃のモノづくりに対する想いが基と
なり、風力発電による再生可能エネルギーへのシフトおよび離島での電力確保をミッション
とし、事業化をスタートしている。現在のところ、実用化に向け実証機での運転を検討して
いるが、その運営体には大学の研究者やエンジニア等の専門家も参加しネットワークを広げ
ている。国内や海外の離島からの引き合いは多く、今後が期待される。 
 
第四節	特定非営利活動法人エティック 
	 本節では、新しい社会を創るという志を掲げ起業する学生・社会人を支援する特定非営利
活動（NPO）法人エティック（ETIC）の検証を行う。 
 
＜NPO 法人概要＞ 
主催する社会起業塾イニシアティブは 2001 年から始まっており、著名な社会起業家を多
く産んでいる。法人化の有無ではなく、すでにサービスを開始している団体でが応募の条件
であり、ソーシャル・ビジネスを持続可能にするサポートを行っている。この社会企業塾イ
ニシアティブは ETIC だけではなく、花王や NEC、NTT ドコモなどの CSR 活動とパートナ
ーシップを結び実施されている34 
 
特定非営利活動法人エティックの会社概要 
正式社名 特定非営利活動法人エティック 
本社所在地 〒150-0041 東京都渋谷区神南 1-5-7 APPLE OHMI ビル４階 
設立(西暦) 1993 年	 （法人化 2000 年 3 月） 
代表者(CEO) 代表理事	 宮城治男 
事業内容 起業家型リーダー育成事業 
起業家型リーダーを育む社会基盤創造整備事業 
資本金 非公開 
社員数 83 名 
（出所）筆者作成：特定非営利活動法人エティック HP より 
 
                                                
34 社会起業家イニシアティブ HP	 http://kigyojuku.etic.or.jp/ 
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＜日本における事業の沿革＞ 
特定非営利活動法人エティックの沿革 
西暦年 内容 
1993 年 4 月 早稲田大学にて、起業家を目指す学生が集まり、勉強会としてスタート 
1994 年 3 月 起業を志す関東近県の大学生を中心に、「学生アントレプレナー連絡会議」が発
足。 
1997 年 6 月 日本初のベンチャー企業での長期実践型インターンシッププログラム「アント
レプレナー・インターンシッププログラム」をスタート 
1997 年 6 月 事務局機能の拡大にともない、事務局の名称を「ETIC.（エティック）」に統一。
学生団体から NPO 事業体へ移行。 
2001 年 12 月 社会的課題に挑戦する起業家を支援するため「ETIC.ソーシャルベンチャーセン
ター」を設立 
2002 年 6 月 日本初のソーシャルアントレプレナー育成プログラム「NEC 学生 NPO 起業塾」
開始（現在は NEC 社会起業塾として開催） 
2007 年 9 月 『ETIC.インターンシップ・プログラム』参加学生が 2000 名、起業家・経営者
となった卒業生が累計 120 名突破 
2011 年 5 月 東北の復興リーダー支援「右腕派遣プログラム」開始 
2013 年 9 月 ソーシャル・ビジネス向けの資金調達と経営支援「CHANGE」開始 
2015 年 11 月 変革の担い手として社会的インパクトの拡大を目指すリーダーが集うコミュニ
ティ「インパクトラボ」設立 
2016 年 11 月 Social Impact for 2020 and Beyond Initiative スタート 
（出所）筆者作成：特定非営利活動法人エティック HP より 
 
＜団体理念＞ 
理念 
人をつくる、社会をつくる、日本をつくる 
（出所）筆者作成：特定非営利活動法人エティック HP より 
 
①原体験 
  中学 2 年生の頃、高校受験を意識する周囲とは異なり、受験戦争で勝ち抜くことに違和感
を感じている。受験に勝って良い大学に入り、良い会社に入り出世し金持ちになることに何
の意味があるのか、その未来は幸せなのか、疑問を持って過ごした。 
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  また、家庭環境において言えば、実家はスーパーを経営しており子供ながら手伝いをし、
コミュニティビジネスに触れる環境にあった。父親は地域貢献への意識が高く、今思えば影
響を受けているのだろうという。 
 
②社会的課題の認知 
＜社会課題の認識＞ 
	 社会課題の認識は、大学生の時に「起業家になる生き方」に出会ったことによる。第 2 次
ベンチャーブームの時代で、自分で会社を興せることを知り、自分で自分の人生を創れるこ
とに、大きなインパクトを感じたという。そして、自由闊達な周りの学生たちが就職活動で
急に窮屈なる様子を見て、「就職以外の道もあるのに、知るべきヤツに知らされていない現
状」を変えるなければならないと、考えるようになった。 
	 また、同時期、先輩がアルバイトをしていた日本起業家協会が、学生でも事業計画が通れ
ば融資可能な支援機関であることを知り、より強く「起業家という生き方」の存在を知らせ
る使命感を感じたという。 
 
＜探索＞ 
	 宮城氏は、友人とともに ETIC の前身である「学生アントレプレナー連絡会議」を立ち上
げ、カルチュア・コンビニエンス・クラブの増田社長や、ソフトバンクの孫社長と出会って
いる。  
	 当時、起業家究極に能動的な生き方や、自分で仕事を作る体験を直接聞けることはなく、
起業家も自分たちの経験や人生を伝える「場」がなかった。話を聞いた学生たちは目を輝か
せるし、起業家たちもそれを見て、報酬や利益なしで関わってくれるようになったそうだ「話
したい人と聞きたい人をつなげられる」ことが自信になり、社会を変えられそうな「場」に
なりそうだと感じていたという。 
 
＜社会的ミッションの確立＞ 
	 そうこうするうち、自分たちの就活時期は終わっており、後を託す後輩もいない状態に気
づき、そのまま事業を続けて行くこと決めた、また、今のポジションの方が、企業への就職
や統治経営していた塾より、社会に対しインパクトを大きくできることを感じ、この事業の
面白みや使命感を最大化させるに至った。 
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③ソーシャル・ビジネスの開発 
＜企業家チーム＞ 
	 「学生アントレプレナー連絡会議」から ETIC（要確認）を立ち上げるにあたって、有償で
サービスを提供することになるため、運営メンバーを入れ替えたという。大学のサークルで
はなく、パートナーと一緒になって価値を作っていくために、そして事業体として対価を取
るために、本気で事業にあたれるメンバーに入れ替えている。 
 
＜経営資源の動員＞ 
	 起業家たちの無償の協力や、メディアや行政の支援をうまく得ているが、それは、「自分
たちの利益を追求するのではなく、社会へのインパクトを最大化することを前提に動」き、
「志を立て、ニュートラルな姿勢で働きかけ」ることで得ていると述べている35。 
そういった姿勢でいたからこそ、経済産業省からインターンシップ事業について予算化され、
事業を妨げる壁を乗り越えていった。 
 
＜参加の「場」づくり＞ 
 インタビュー中よく使われた言葉が「ミッション」「ソーシャルインパクト」「新しい社会
を創る」というワードだ。そこには、人材を育成するのではなくアシストすることで、 
社会的なインパクトや価値を創出したり、人が最大に成長することを第一義に考えているか
らであろう。 
 「解決したい課題や創出したい価値に向き合えば、失敗はプロセスに過ぎず、成功に向け
ての資源になる」36と述べている通り、「社会的価値を創出する」「新しいことにチャレンジ
する」若者を「支援」する「場」としての支持を得ている。 
 
④まとめ 
宮城氏は、学生時代から続けてきた「学生起業支援プログラム」を通して社会的ミッション
を認識するに至っている。それは子供の頃からの世間に対する疑問とそれにする答えを得る
ためのアクションを取り続ける中で、「起業という生き方」への出会いが社会課題の認識段
                                                
35 http://www.works-
i.com/research/leader/interview/%E5%AE%AE%E5%9F%8E%E6%B2%BB%E7%94%B7%E6%B0%8F/3/ 
36 http://www.ashita-lab.jp/special/6951/ 
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階であろう。しかし、継続するうちに社会的ミッションを確立するにいたったと考えられ、
その境界が曖昧である。 
 また、幼少期から社会的ミッションの確立に至るまで紆余曲折しながらも、一貫して一つ
の課題に取り組んでおり、様々な支援活動をしながら、目指すビジョンへ邁進している。 
 
第五節	公益社団法人 MORIUMIUS 
  本節では、東日本大震災で被害のあった石巻市雄勝（おがつ）町で、子どもたちの豊かな
自然と雄勝に暮らす人々とのふれあいや、自然との共生環境を学べる複合体験施設「モリウ
ミアス」を運営する公益社団法人 MORIUMIUS の検証を行う。 
 
＜団体概要＞ 
	 石巻市雄勝の海を望む高台に、モリウミアスはある。国立公園の一部にあり、森からの天
然水が流れ込み豊かな森と海に抱かれている。この地で子どもたちの明日、そして町の明日
を創る、ということ掛けて「森・海・明日」で MORIUMIUS（モリウミアス）としている。 
 震災により約 4,300 人いた町民が 1,000 人以下に減った町を蘇らせる、故郷が破壊された子
どもたちの心を癒すために、廃校となっていた旧桑浜小学校を再生し、地域の交流の場とし
てスタートした。全国からも子どもたちを受け入れ、地域の人々との交流や、水や空気、食
物、生き物など自然の循環を経験させている。自然と人とのふれあいを通し、子どもたちの
未来を拓くきっかけ、新しい教育のカタチ、雄勝の復興を目標にしている。雄勝の人々、こ
こで働くスタッフ、訪れる子供たちとその親らが、同じ目標を共有し、パートナーとして一
緒に価値を創っていく施設となっている。 
公益社団法人 MORIUMIUS の会社概要 
正式社名 公益社団法人 MORIUMIUS 
本社所在地 〒150-0041 宮城県石巻市雄勝町明神字沼尻１３番地５ 
設立(西暦) 1993 年	 （法人化 2000 年 3 月） 
代表者(CEO) 代表理事	 立花貴 
事業内容 体験型宿泊施設「MORIUMIUS」の運営 
資本金 資本金 8,672 万円 
社員数 10 名 
（出所）筆者作成：公益社団法人 MORIUMIUS HP より 
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＜日本における事業の沿革＞ 
公益社団法人 MORIUMIUS の沿革 
西暦年 内容 
2011 年 5 月 公益社団法人 sweet treat 311 として設立 
2013 年 4 月 廃校だった旧桑浜小学校を購入。改修スタート 
2015 年 7 月 こども向け複合体験施設 MORIUMIUS	 オープン 
2016 年 7 月 団体名を公益社団法人 MORIUMIUS に変更 
2017 年 1 月 大人の協働宿泊施設モリウミアス アネックス	 オープン 
（出所）筆者作成：公益社団法人 MORIUMIUS  HP より 
 
＜施設理念＞ 
ビジョン 
森と海と明日へ 
（出所）筆者作成：公益社団法人 MORIUMIUS HP より 
 
①原体験 
	 大きな原体験は、2001 年米同時多発テロとの遭遇である。当時、油井氏は日本のテレビ局
現地法人に勤務していた。現地で事件の被害者や、事件の傷跡を取材するうち、「自分でで
きることはするべきだろう」という考えを持つようになっていた。 
また、その後、子供向けの職業体験型テーマパーク「キッザニア」の創立メンバーとしてそ
の設立に尽力した。そこで学んだことは、折れない心、自分のやっていることを信じて続け
るということだと述べている。またキッザニアでの子どもたちが体験することは有意義であ
ると感じてはいたものの、作られた中での体験に対し、限界も感じていた。 
 
②社会的課題の認知 
＜社会課題の認識＞ 
	 油井氏は、2011 年、東日本大震災が発生してすぐ被災地に入り、毎週のようにボランティ
アによる炊き出しに行った。趣味である山登りを通しての知人、現 MORIUMIUS 代表理事
の立花氏とともに、被災地各地で支援活動をした。 
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	 支援活動として、給食を届ける活動をしていた縁で雄勝中学校の校長と出会い、被害の大
きい状況を知るとともに、雄勝の豊かな森と海に恵まれた美しさを知った。 
雄勝もまた、震災により受けた被害は大きく、故郷が破壊されたことによる地元の人々や、
特に子供達の心には深い傷となっていることを知った。ならばと、子どもたちの心を癒すた
めに、雄勝の自然の中で自然体験学習プログラムを始めた。 
	  
＜探索＞ 
	 一方、震災の翌年から人事院の新人職員が自治体研修として、現地で活動する油井氏らの
元に派遣されていた。研修の成果として、復興計画として、雄勝にある廃校、旧桑浜小学校
を使うことが提案された。同時に、キッザニアで感じていた限界に対する想いも重なり、１
次産業の体験をその現場で体験する「場」として活用することが良いのではないかと考える
ようになっていった。 
 
＜社会的ミッションの確立＞ 
	 油井氏はインタビューにて、「こんな素晴らしいところを解放したら、世界から人が集ま
ってくるだろうと感じたし、個人的な（震災後に住民が４分の１に減った地元を蘇らせたい、
地元と支援者との交流の場を作りたいという）モチベーションもあった」と語っており、
「我々にできるのであれば、改修して人が集まれる拠点として開発したい」と、廃校取得の
決意をしたと述べている。この時点が社会的ミッションの確立だと考えられる。 
	 そして、2013 年 4 月に社団法人として廃校を購入し、改修をスタートした。 
 
③ソーシャル・ビジネスの開発 
＜企業家チーム＞ 
	 スタートはしたものの、資金難だったこともあり、改修は地元の人やボランティアが参加
し、床、梁、天井を作り直した。想いが詰まった廃校を直して行こうと踏ん張ることで支援
の輪は広がり、高知から曳家37職人がボランティアで参加するようになった。大勢の人の力
で、土砂がかき出され、かまどや風呂が造られていく時には油井氏は東京の仕事を退職し、
雄勝の事業に専念していた。 
                                                
37	建築物をそのままの状態で移動する建築工法。（Wikipedia:https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9B%B3%E5%AE%B6）	
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	 校舎の再生にあたっては様々な分野のプロが関与した。木造校舎の改修には、隈研吾氏を
招き、アウトプットの場としてデザインプランの策定を依頼、全体のデザインに活かした。
その他、5000 人ものボランティアやプロボノらが MORIUMIUS のオープンまでと関わって
いる。 
 
＜経営資源の動員＞ 
	 資金面の援助は、寄付や支援金から受けていた。中でもカタールの復興支援基金「カター
ルフレンド基金」38の貢献が大きく、また複数の団体や個人による寄付・協賛も合わせ、事業
を運営している。また開設にあたりクラウドファンディングを行い、12 ヶ月連続で全件達成
している。油井氏は「目的は資金調達であるが、広報としての情報発信やサポーターを見つ
ける媒体として、マーケティングとしての価値があった」と話す。このように時流を捉えた
仕掛けづくりも卓越している。 
 
＜参加の「場」づくり＞ 
	 モリウミアスが大切にしているのは、訪れる人に農村の暮らしや、自然のサイクル、地元
の生活の知恵を体感してもらうことである。それには、油井氏のキッザニア時代の経験が大
きく影響している。 
	 これらの体験を伝えるために、企業の研修や子育て世代への説明会を行い、現地に訪れる
ように仕掛けている。また、時とともに注目されなくなる現地を、なんとか発信しようと運
動会を開催することでボランティアやメディアを集めている。これにより、ポジティブな感
情が現地で生まれ、ボランティアを派遣していた企業が研修に切り替えることにつながって
いると考えられる。つまり、地域との接点が深まる「場」して機能し始め、震災は関係なく
地域住民（農家、漁師、語り部）との交流に、家族で参加する「場」となっているのであろ
う。 
	 また、発信は国内だけではなく、海外へも積極的に行っている。アーティストインレジデ
ンスに登録し、海外からのアーティストを招き、交わることのなかった人々との交流を通し
て地域活性としての「場」作りにつなげている。 
 
                                                
38 「子どもたちの教育」「健康」「水産業」「起業家支援」の 4 分野において、数々のプロジェクトに対する資金
援助を行っている。https://www.qatarfriendshipfund.org/jp/program/overview 
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④まとめ 
  油井氏は 9.11 の米国同時多発テロを強烈な体験として持っている。またキッザニアの立ち
上げを一から行い、様々な苦労をしてきた。東日本大震災発生直後からのボランティアによ
る炊き出しや、その後の雄勝での子どもたちへの心のケア、廃校購入の打診が社会的ミッシ
ョンの確立を促し、廃校の購入、MORIUMIUS の開業を決意させたと考えられる。 
 
第六節	事例研究まとめ 
 この様に社会的価値を創出している５つの企業・団体へのインタビューを通じて、事業創
造プロセスについての詳細が明らかとなった。 
第一項	 原体験 
	 起業家それぞれの原体験があり、その原体験に基づいて社会課題が認識されていた。原体
験を体験した時期や期間に違いはあるものの、いずれも原体験が基となり、それに呼応する
ような社会課題を認識している。原体験は、振り返ってみて気づくものであり、認識した社
会課題に対して過去を振り返り、原体験を思い出すことが正確なプロセスであろうが、いず
れの起業家においても原体験は、存在していた。社会課題に遭遇した時に、それを課題とし
て認識させる素地として、思考の中に組み込まれているものと考えられる。 
 
図表 ５-７	 各事例における原体験と社会課題の認識 
対象 原体験 社会課題の認識 
ユーグレナ・ 
出雲氏 
駒場東邦での６年間 
発展途上国の貧困と、日本での生活にギ
ャップ 
バングラティシュの現実と、自身の
無知に対するギャップとショック 
日本環境設計・ 
岩元氏 
映画『バック・トゥ・ザ・フューチャー』
で観たデロリアンに衝撃を受ける 
業界構造への問題意識 
チャレナジー・ 
清水氏 
エジソンへの憧れとモノづくりへの想
い 
エンジニアとして、 
再生可能エネルギーをなんとかしな
ければ 
ETIC・ 
宮城氏 
受験戦争で勝ち抜くことに違和感 
「何の意味があるのか、その未来は幸せ
なのか」 
「起業家という生き方」の存在を知
らせる使命感 
MORIUMIUS・ 
油井氏 
9.11 米同時多発テロ 
キッザニアの限界を意識 
地元・子どもの心のケア 
復興計画としての旧桑浜小学校活用
の提案 
（出所）筆者作成 
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第二項	 社会的課題の認知 
＜社会課題の認識＞ 
	 原体験が思考として組み込まれた起業家は、社会課題そのものとの遭遇、もしくは社会課
題に変換される出来事との遭遇がトリガリング・イベントとなり、課題を強く認識し、課題
化していることが推測される。 
	 つまり、ユーグレナや ETIC、MORIUMIUS は原体験として持っていた課題に、それぞれ
のトリガリング・イベント（バングラディシュの現実、起業家としての生き方、被災者の心
のケア・廃校の活用提案）が作用し、より強く課題として認識するに至っている。 
 また、日本環境設計やチャレナジーは、業界構造への問題意識や震災による原発事故を契
機に、その解決策を探すことを課題として認識するに至っている。 
 
図表 ５-８	 各事例におけるトリガリング・イベントと社会課題 
	  社会課題の認識 
トリガリングイベント① 社会課題 
ユーグレナ・ 
出雲氏 
バングラティシュの現実と、自身の無
知に対するギャップとショック 
（トリガー①） 
バングラの現状 
→強く認識し直す 
日本環境設計・ 
岩元氏 
業界構造への問題意識 
（トリガー①） 
業界構造 
→解決策 
チャレナジー・ 
清水氏 
震災による原発事故 
（トリガー①） 
再生可能エネルギーをなんとかしなけ
れば 
→解決策 
ETIC・ 
宮城氏 
「起業家という生き方」の存在認知
（トリガー①） 
多様な生き方がある 
→強く認識し直す 
MORIUMIUS・ 
油井氏 
地元・子どもの心のケア 
旧桑浜小学校活用の提案 
（トリガー①） 
人と人の交流 
→強く認識し直す 
（出所）筆者作成 
＜探索＞ 
	 ユーグレナ・出雲氏、日本環境設計・岩元氏、チャレナジー・清水氏は社会課題を認識す
ることで、その解決策を求め、探索を行っている。トリガリング・イベントがまさしくスイ
ッチとなって、課題解決の意欲がその次の探索へのドライビングフォースになっていると思
われる。この３者はアクティブに探索活動を行い、直面した課題をどのように解決するかを
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思案し、現状で自分の置かれている立場とは全く違う分野の知識や人物との接触を図り、解
決の方法となる、いわゆる「タネ」を探索していた。 
	 ETIC、MORIUMIUS は、目立った探索は見られなかった。この２つの団体は既に事業や
支援活動を行っており、新たに何か解決策を探索するというよりも、事業や活動に必要な「場」
作りの必要性に気づく期間であった。また場づくりに邁進する中で、パートナーや支援者に
対する感性を研ぎ澄まし、自分の役割を知るようになっていったのではないだろうか。 
 
図表 ５-９	 各事例における社会課題と探索 
（出所）筆者作成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
対象 社会課題 探索 
ユーグレナ・ 
出雲氏 
バングラの現状 
→強く認識し直す 
遺伝子組み換え米の可能性 
農学部への転部 
日本環境設計・ 
岩元氏 
業界構造 
→解決策 
新聞・雑誌や異業種交流会への参加
等、情報収集 
綿からエタノールができないか 
チャレナジー・ 
清水氏 
再生可能エネルギー 
→解決策 
太陽光発電と風力発電での事業可能性 
風力発電の機構開発 
ETIC・ 
宮城氏 
多様な生き方がある 
→強く認識し直す 
増田社長や孫社長との出会い 
MORIUMIUS・ 
油井氏 
人と人の交流 
→強く認識し直す 
雄勝への訪問、廃校との出会い 
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＜社会的ミッションの確立＞ 
	 次に、社会的ミションの確立を直接決定づけるトリガーが全ての事例で見られた（トリガ
リング・イベント②）。 
 
図表 ５-１０	 各事例におけるトリガリング・イベントと社会的ミッションの確立 
対象 
探索 
（トリガリングイベント②） 
社会的ミッションの確立 
ユーグレナ・ 
出雲氏 
鈴木氏との会話でミドリムシを認知 
（トリガー②） 
ビジネスとしてミドリムシで栄養普及事
業を行う 
日本環境設計・ 
岩元氏 
試しの実験で酵素分解の可能性 
（トリガー②） 
起業して、リサイクルに参加できる仕組
みづくりを行う 
チャレナジー・ 
清水氏 
垂直軸型マグナス式風車で特許取得 
（トリガー②） 
起業して、実用化を加速させる 
ETIC・ 
宮城氏 
就職活動時期を逃す（トリガー②） 今のポジションで、社会に対しインパク
トを大きくする 
MORIUMIUS・ 
油井氏 
廃校購入の打診（トリガー②） 我々ができるのであれば、改修して人が
集まれる拠点として開発したい 
（出所）筆者作成 
 
	 社会的ミッションの確立段階では、ユーグレナ、日本環境設計、チャレナジーは、困難だ
が打破すべき課題の解決方法を発見・遭遇することが契機になり、社会的ミッションを確立
し、起業に至っている。リスクを取って、現状から一気に踏み込んだ起業という行動に移し
た。ETIC、MORIUMIUS は、課題の解決方法を発見するというよりも、事業や支援活動を
通じて、自分の役割を改めて知ることで天命を感じ、社会的ミッションが確立されるように
なったのではないかと推察する。 
 
第三項	 ソーシャル・ビジネスの開発 
	 本項では、各ソーシャル・ビジネス開発に当たり、各起業家の社会的ミッションが最も重
要な影響を与える項目を推測する。重要な影響とは、「事業の軸となり、ビジネスを成り立
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たせること」とし、筆者が独自に判断した。インタビュー内容を中心とし、補助的に書籍な
どの出版物、web での発言等も合わせ、以下のように推測した。 
 
図表 ５-１１	 起業家の社会的ミッションが最も重要な影響を与える項目 
対象 企業家チーム 経営資源の動員 
参加の 
「場」づくり 
ユーグレナ・出雲氏 ○	 	 	
日本環境設計・岩元氏 	 	 ○	
チャレナジー・清水氏 ○	 	 	
ETIC・宮城氏 	 	 ○	
MORIUMIUS・油井氏 	 	 ○	
（出所）筆者作成 
 
＜企業家チーム＞ 
	 いずれの起業家も内部には複数の創業メンバーを擁し、外部にはブレーンとして専門家や
アドバイザーをうまく巻き込んで事業を軌道に乗せていることが見られた。 
	 ユーグレナ、チャレナジーにおいては解決方法のタネを、社会的ミッションのために実用
的に育て、事業の軸にするために、課題（ミドリムシの大量培養やマグナス力風車の実証実
験）を乗り越える必要があった。そのためには、自分たちには持たない知識や情報が必要で
あり、社会的ミッションを共有しネットワークを広く持てるチームの形成が必要だったと考
える。よって、この 2 社については、「企業家チーム」であろうと考えた。 
 
＜経営資源の動員＞ 
 ソーシャル・ビジネスは一般にその経済的成果が容易に見込めるわけではなく、社会的成
果も不確実である。ビジネスの実現のために、必ずしも十分な能力や資源を持たない起業家
は、多様なステイクホルダーの支持を受け、資源を動員していく必要がある。今回取り上げ
た 5 者では、資源動員についてインタビューではあまり多く語られなかったが、5 者同等に
重要であると考える。 
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 資源動員では、軽部ら（2007）39が言うように、「事業者は自らの「企て」の存在意義や有
用性という形で正当性を提示し、その見返りとして資源提供という形で協力を取り付ける必
要」がある。社会的ミッションはステイクホルダーの共感・支持を生むものとして影響し、
正当性の根拠となると考えられる。 
 
＜参加の「場」づくり＞ 
	 日本環境設計や ETIC、MORIUMIUS においては、参加の「場」づくりは、彼らの存在理
由であり、他の要素と比べて重要であると考える。 
 日本環境設計のビジネスモデルは「地上資源」を循環させる仕組みであり、その中で最も重
要なのは、企業・行政・消費者を同じリサイクルの輪に参加させることである。この仕組み
作りに岩元氏は苦心しており、同社が躍進できた理由として最も重視される項目であろう。 
	 ETIC の起業支援も、MORIUMIUS の地元との交流や自然の中での循環体験も、自分たち
で一方的に出来るものではない。同じ目標を共有し、パートナーとして一緒に価値を創って
いかなければならず、自分たちとクライアント、被災者・支援者らと互いに受容しあう関係
性があって、初めて成り立つ。そういった関係性を構築していくことが、事業としての軸に
なるのである。だからこそ彼らの事業の目的とも言える社会的ミッションを実践できる場が
必要なのであろう。 
	 よって、この 3 社については、社会的ミッションとビジネス開発に大きく関係するのは、
「参加の「場」づくり」であろうと考えた。 
 
第６章	仮説の考察及び修正  
	 5 社へのインタビューによる事例研究の結果、初期仮説から修正する部分と新たに発見し
た内容について、原体験から社会的ミッションの確立までを検証する。 
	 以下に、第５章で示した各事例の原体験から社会的ミッションまでの流れを一覧にする。 
 
	                 
                                                
39 軽部大, 武石彰, 青島矢一. (2007). 資源動員の正当化プロセスとしてのイノベーション: その予備的考察.  
IIR ワーキングペーパー No. 07-05 一橋大学イノベーション研究センター 
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図表 ６-１	 原体験から社会的ミッションまで 
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第一節	社会的ミッション確立の要因に関する考察 
仮説① 
社会的課題の認知フェーズにおいて、起業家は、課題との遭遇により探索段階を経て社会的
ミッションを確立する。その確立にあたっては社会課題との出会いがトリガーとなる。	 	  
 
 いずれの起業家においても、仮説の通り、社会課題の認識が社会的ミッションの確立につ
ながるトリガーになっていた。 
	 しかし、社会課題の認識が、最終的な社会的ミッション確立のトリガーではない可能性が
示唆された。 
 
＜修正仮説①＞ 
	 相違点は、図表 6-2 のように、社会的ミッションの確立までには複数のトリガーが存在し
たことである。起業家は複数のトリガーに出会うことにより、段階的に社会的な意識が積み
上がっていくものと考えられる。つまり、第一段階としての社会課題の認識は、社会的ミッ
ション確立に至る意識を「顕在化させる」引き金としての役割を果たすと考えられる。この
トリガーを「顕在化トリガー」とする（発見①）。この段階ではまだ社会的ミッションの確
立や事業化には至らない。 
	 次に、探索段階を経て最も解決に良いと思われる方法との出会い、最後の一歩を踏み出し、
社会的ミッションを確立するに至っている。これは起業家の、社会課題への意識が「顕在化」
した状態で活動する間に出会うトリガーであり、最終的に社会的ミッションの確立につなが
る「意思決定トリガー」と言える（発見②）。 
 さらにシード・エクスペリエンスの存在も確認できた。しかし先行文献で定義する「経営者
の物の見方・考え方に大きな影響を及びした幼少期・青年期の原体験」という包括的な内容
ではなく、より具体的で社会志向な体験であり、その後の社会課題の認識・社会的ミッショ
ンの確立を成し得る気付きのような存在である。原体験当時には、ぼんやりした考え方もし
くは伏線的思考として存在する意識として「潜在的マインド・セット」と呼ぶこととし、以
下のように修正仮説を図示する。 
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図表 ６-２	 修正仮説① 
 
（出所）筆者作成 
 
第二節	社会的ミッションの影響に関する考察 
仮説② 
ソーシャル・ビジネス開発で重視する要件は、起業家タイプによって異なる。それは、起業
家の社会的ミッションが何を目的にしているかによって決まる。 
 
	 重視する要件は、起業家タイプにより２つに分類される傾向が見られた。前節で述べたよ
うに、ソーシャル・ビジネス開発で重視する項目は、「企業家チーム」と「参加の「場」づ
くり」である。 
	 ユーグレナ、チャレナジーの「企業家チーム型」は、事業化の探索の段階で色々な情報や
人に接触しており、多様な学習をすることで課題解決のためのタネを見つけ、社会的な価値
に育てようとしている。そこには経済的成果よりも社会的成果を生み出すために惜しみなく
知識や資源を提供し、課題解決に当たる企業家チームのつながりがあった。このつながりが
あったからこそ、大きな壁も乗り越えられたのだろう。そして企業家チーム形成の裏には、
起業家の社会的ミッションが「共有」されていたのだと考えられる。 
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 今回の事例で取り上げた企業家チームは、外部の研究者や関係者とのつながりが重要なフ
ァクターであった。分断されていた情報、資源をつなぐことによって、解決方法が生まれた。
ミドリムシの大量培養成功や、実用化へ向けたマグナス式風車の特許である。このつながり
は、社会・人間関係からもたらされる関係資本としてソーシャル・キャピタル論で説明され
る。このつながりは「橋渡し型」のソーシャルキャピタルと呼ばれている40。「橋渡し型」の
ソーシャルキャピタルは、「新たな機会や情報、価値観をもたらしラジカル・イノベーショ
ンを促進させる効果をもつ」とされる（若林 2009）41． 
	 また、「参加の「場」づくり型」の日本環境設計、ETIC、MORIUMIUS は、彼らの目指す
ビジネスモデルや仕組みに多くの人々が参加し、共通の価値を作っていく、という社会的ミ
ッションの実践が行われていた。これら 3者にとっては開発した新技術や人的ネットワーク、
地域資源は重要だが、参加の「場」は社会的ミッションの達成の手段であり、手段を通して
の交流の「場」が事業成功のポイントであると考えられ、その「場」の中で、参加者の結束
が強まる。例えば、日本環境設計の場合、リサイクルの輪にいる各メーカー・流通企業は、
リサイクル技術と衣類の回収インフラ、FUKU—FUKU というブランドを利用することで、
自分たちが資源の循環に参加していることを消費者へ示せるとともに、自分たちがそのリサ
イクルの輪の一部となって競合他社とも手を組むネットワークを形成し、協調行動をとるこ
とによるメリットを得る「場」を形成している。このように目に見えない信頼や規範といっ
たソーシャル・キャピタルのことを、Putnam（1993）42は「協調行動を活発にすることによ
って社会の効率性を改善できる、信頼、規範、ネットワーク」と定義し、入山（2017）43は「ボ
ンディング型」のソーシャル・キャピタルと紹介している。 
	 ネットワークやコミュニティ意識を強化するためには、社会的ミッションにを基にした信
頼や規範を醸成する、物理的空間を超えた「場」が必要である。 
	 また新たな発見として、ソーシャル・ビジネスの開発のプロセスにおいて、起業家の意識
形成の一つである「強い問題意識への転換」は、ミッションの「共有」「共感」「実践」で
構成されると考えられた。ミッションは周囲に「共有」されることでネットワークやチーム
                                                
40 Putnam, Robert D. (2000), Bowling Alone : The Collapse and Revival of American Community. New York : 
Touchstone.（柴内康文訳（2006）『孤独なボウリング―米国コミュニティの崩壊と再生』柏書房） 
41 若林直樹（2009）『ネットワーク組織社会ネットワーク論からの新たな組織像』有斐閣 
42 Putnam, Robert D. (1993) , Making Democracy Work : Civic Traditions in Modern Italy, Princeton 
University Press.（河田潤一訳（2001）『哲学する民主主義―伝統と改革の市民的構造』NTT 出版）p206-207 
43  
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形成がなされ、「共感」されることで資源動員が行われ、「実践」されることで「場」が作
られると考えられる（発見③）。 
 
これら仮説の検証をもとに、先行研究から導き出した概念図を修正する。 
	  
図表 ６-３	 初期の概念図 
 
図 修正後の概念図 
 
（出所）筆者作成 
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第７章	結論および研究の限界 
第一節	結論 
  本研究では、社会的価値創出のための事業機会創造プロセスにおける、社会的ミッション
の形成プロセスを明らかにした。 
	 社会的ミッションの確立までには複数のトリガーがあり、それらが積み上がることによっ
て明確な社会的ミッションとなる。まず、幼少期・青年期の「潜在的マインド・セット」が、
社会課題を認識させる触媒となる。そして、社会課題の認識が「顕在化トリガー」としての
役割を担い、探索段階における「意思決定トリガー」を経て、社会的ミッションを形成させ
ることを示した。 
	 また事業化プロセスにあたり、社会的ミッションが何を求めているのかにより重視する事
業化要件が異なることが示唆された。	  
 
第二節	研究の限界 
本研究は、社会課題の解決を目指す起業家の社会的ミッションの形成プロセスと事業創
造の重視点を主に研究するものであるが、以下の課題がある。 
	 一つ目に、法人格による違いについては検討していない点である。社会的ミッションを
もった企業・団体として営利・非営利の関係なく、株式会社と NPO を区別なく扱ったが、
特に事業創造の段階においては法人格で違いがあるのかどうか分からない点に限界があ
る。 
	 二つ目に、あくまでもインタビューによる定性分析を中心としている点である。インタ
ビューではその時々に応じ柔軟に質問の仕方を変え、内容を深堀することができるのが良
い点であるが、定量的な裏付けが困難であり、今回の研究に偏りやばらつきがあるのか明
確でない点に限界がある。 
	 最後に、事業創造の段階までのみを研究の範囲としているため、創られた商品やサービ
スが市場にて普及する段階については考慮されていない点である。市場で普及する際に
は、消費者や顧客が社会的ミッションを感じ取り、受け入れ、社会に広がっていくと考え
られる。社会的ミッションがどのように普及するかについて検討されていない点に限界が
ある。 
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第８章	自社での実践 
	 ソーシャル・アントレプレナーは「想い」を「形（事業）」にしていく中で、社会課題に
取り組むことを事業のミッションとして掲げることが必要である。ミッションを掲げること
でどのような社会を目指すのかが明確になり、社会や、ステイクホルダーから支持や連携を
得られるからだ。それだけではなく、市場への社会課題を伝えるメッセージとなる。 
 この力を利用して、株式会社でもソーシャル・ビジネスを広げていけると考えている。筆者
は、本研究で事例として取り上げた株式会社ユーグレナに勤めており、今後、社会的ミッシ
ョンの確立と事業化を試みたい。 
現在、通信販売による食品・化粧品の売り上げは伸長傾向にある。だが、多くの消費者の
目に触れる小売流通市場での売り上げは小さい。「ミドリムシ」の認知度は決して低くはな
いが、ネガティブな印象もあり、社会的なインパクトはまだ小さいと言わざるを得ない。 
 そのような中、弊社では創業のきっかけとなったバングラディシュの子ども達へ、商品の
売り上げの一部を用いてミドリムシ入りのクッキーを配布する事業を行っている。現在のと
ころ、現地の NGO および現地事業所を通して、現地の小学生へクッキーを朝食として配布
している。しかしながら、支援を必要とする子ども達全てに届いておらず、目標の数％に留
まっている。 
  こうした現状を、打開するために、筆者は社内の数人とともに「おいしいミドリムシクッ
キー配布拡大プロジェクト	 1Pack of Cookies for 1Meal」」と称し、より創業の原点である
ミドリムシ栄養普及事業を拡大する準備をしている。バングラディシュで実際に配布されて
いるクッキーと同じ品質のものを、日本で販売し消費することで現地に想いを馳せてもらえ
ればと願う。想いを馳せるだけでなく美味しく健康に良い食品としてきっちりと利益が取れ
る商品とするために、クッキーを日本の法律44に合うように手直しし、「ヘルシースナック
キング」45食として、主に女性やその家族をターゲットとした健康菓子として、スーパー・コ
ンビニエンスストアで、通常の機能性食品と同等の価格での発売を目指している。 
創業から 12 年経ち、新たなメンバーが増えてきているユーグレナで、新たに、スーパー・コ
ンビニエンスストアという流通チャネルを通してミッションを掲げ、社会へインパクトのあ
る事業を起こしたいと考えている。 
                                                
44 食品衛生法。日本では使用が認められていない食品添加物が配合されている場合、輸入できない。 
45 ヘルシースナッキングとは、おやつや間食などをこまめに食べることで極端な空腹を作らず、ドカ食いを避
けるなど太りにくい状態を保つこととされている。 
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	 ビジネスと社会的なミッションの達成を結びつけることは容易ではない。しかしそのユニ
ークな事業は新しい可能性を提供するものであり、今後の日本や世界は、社会的価値を創出
していくべきである。 
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